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は し が き 

 

 わが公共政策大学院は、2006 年（平成18 年）4 月、京都大学大学院法学研究科国際公共政策専

攻と経済学研究科ビジネス科学専攻とを改組するかたちで、専任教員12 名、学生入学定員40 人

を有する公共政策連携研究部・公共政策教育部として、発足しました。そして、今月23 日に第3

期修了生42 名を送り出しますが、4 月に第5 期生を迎えますと、在籍学生の総数は100 余名とな

ります。 

 本大学院は、教員配置・開設科目の両面において法学研究科・経済学研究科との密接な連携を

維持しつつ、独立した教育・研究組織としての専門職大学院であり、その目的は、公共政策の立

案・執行・評価等に関する幅広い能力をそなえた、公共的部門を担うべき高度専門職業人を養成

することにあります。このような私どもの所期の目的は、これまでの修了生の進路状況がほぼ期

待通りの結果になっていることから、まず達成されているものと確信しています。 
 

 私どもは、一昨年の 11 月に、創設後 2 年間の教育・研究活動の実績を総括し、独立した専門

職大学院としての将来を展望するために、学校教育法の趣旨にしたがい、教育・研究、組織・運

営、施設・設備の全般について自己点検・評価を行い、初めての報告書を公表することによって、

多くの方々の判断を仰ぐことができました。 

 現在、これに続く2 回目の自己点検・評価報告書の作成に取り組んでいるところですが、これ

と並行するかたちで、私どもは、創設以来、毎年、外部の有識者による外部評価を受けることと

し、昨冬12 月10 日にも４回目の外部評価委員会を開催して、有益な助言や多くの示唆をいただ

きました。ここに公表する外部評価委員会の評価報告書は、その時の議事録その他の資料ととも

に、これを踏まえて後日各委員から提出された評価報告書を収めたものです。 
 

 この外部評価の制度は、上記の自己点検・評価と相俟って、認証評価機関による認証評価に匹

敵する重要な意義をもっています。この重責を担って臨まれた委員各位には、いずれもご多用の

中、あらかじめ送付された関係資料に隈なく目を通すとともに、委員会開催の当日も、長時間に

わたって私どもの説明に熱心に耳を傾け、数多の有益なご意見を寄せられたうえ、丁寧な評価書

もほぼ予定通りの期日のうちに届けていただきました。ここに改めて深謝申し上げます。 
 

 さて、昨春以来、公共政策系専門職大学院にとって懸案であった認証評価機関の設立に向けた

動きが本格化し、当初の予定によると、わが公共政策大学院は、次年度に、その機関による最初

の認証評価を受けることになります。そのための作業はすでに始まっていますが、この外部評価

委員会の評価報告書が、自己点検・評価報告書とともに、有益な素材となることは疑いありませ

ん。その意味においても、この報告書を目にされる関係各位には、わが公共政策大学院に対する

一層のご理解とご支援をたまわりたいと願う次第です。 
 

                              2010 年（平成22 年）3 月 

                            京都大学公共政策大学院長 

大 石 眞 
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（１）平成 20 年度 外部評価委員会評価報告書(2009 年 3 月)（略） 

  （２）2009 年度 京都大学公共政策大学院パンフレット（略） 

補足資料 1 カリキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーについて 

補足資料 2 ゲストスピーカー一覧 

補足資料 3 学生からの要望事項一覧 

（３）京都大学公共政策大学院ファクトシート 

（４）平成 21 年度 教務事項の手引き 

（５）平成 21 年度 前期・後期科目別履修登録者数 

（６）平成 21 年度 クラスター登録者数 

（７）平成 21 年度 リサーチ・ペーパー登録状況 

（８）平成 21 年度 インターンシップ履修状況 

（９）平成 21 年度 ２回生就職内定状況 

（10）平成 20 年度 後期公共政策大学院学生授業評価（略） 

（11）平成 21 年度 前期公共政策大学院学生授業評価（略） 

（12）平成 22 年度入学 一般選抜入学試験状況 

（13）平成 21 年度事業予算計画・平成 20 年度決算報告書 

（14）平成 21 年度 京都大学大学院公共政策教育部便覧・シラバス（略） 

（15）平成 22 年度入学 京都大学公共政策大学院学生募集要項(略) 

（16）平成 22 年度入学 京都大学公共政策大学院外国人特別選抜募集要項（略） 

（17）京都大学公共政策大学院自己点検・評価報告書 2008（略） 

（18）公共政策系専門職大学院基準（略） 
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１．日 時 平成21年１２月１０日(木) 

 １１時３０分～１６時１０分 

２．場 所 公共政策大学院研究部長室 

(総合研究２号棟１階 西側) 

      及び法経本館３階小会議室 

３．出席者 中島、小野、飯尾、永久、中村、西川 

各委員 

４．欠席者 なし 

５．大学側出席者 

 大石研究部長、今久保副研究部長、鈴木入試主任、

菊谷教務主任、真渕教授、佐伯教授 

６．日程表 

（１）午前１１時３０分 ～ 正午    懇談(研究部長室) 

（２）正午 ～       午後１時   

    昼食 

（３）午後１時００分   ～  午後１時３０分 

   施設見学 

自習室(1階室）→ 第１ディスカッション 

ルーム（１階）→ 第１ＲＰＧルーム(2階)など 

（４）午後１時３０分  ～ 午後２時００分 

   授業参観 

  「ケーススタディ・省庁間関係」［佐伯教授］ 

(公共第３演習室) 

（５）午後２時００分  ～  午後４時１０分 

  外部評価委員会(法経本館３階 小会議室) 

配付資料 

（１）平成20年度 外部評価委員会評価報告書 

(2009年3月) 

（２）2009年度 京都大学公共政策大学院パンフレット 

補足資料１ カリキュラム・ポリシー及び 

ディプロマ・ポリシーについて 

   補足資料２ ゲストスピーカー一覧 

   補足資料３ 学生からの要望事項一覧 

（３）京都大学公共政策大学院ファクトシート 

（４）平成21年度 教務事項の手引き 

（５）平成21年度 前期・後期科目別履修登録者数 

（６）平成21年度 クラスター登録者数 

（７）平成21年度 リサーチ・ペーパー登録状況 

（８）平成21年度 インターンシップ履修状況 

（９）平成21年度 ２回生就職内定状況 

（10）平成20年度 後期公共政策大学院学生授業評価 

（11）平成21年度 前期公共政策大学院学生授業評価 

（12）平成22年度入学 一般選抜入学試験状況 

（13）平成21年度事業予算計画・平成20年度決算報告書 

 

 

 

（14）平成21年度 京都大学大学院公共政策教育部便覧・

シラバス 

（15）平成22年度入学 京都大学公共政策大学院 

学生募集要項 

（16）平成22年度入学 京都大学公共政策大学院 

外国人特別選抜募集要項 

（17）京都大学公共政策大学院自己点検・評価報告書 

 2008 

（18）公共政策系専門職大学院基準 

 

委員会に先立ち、午前中並びに昼食を挟んで、公共政

策系大学院における全国的な動きなどについて、種々意

見交換が行われた。その後、大石研究部長の案内のもと、

当公共政策大学院における教育施設の視察並びに授業参

観が行われた。 

引き続き、外部評価委員会が開催された。 

なお、議事の詳細は、本記録の１０頁以降に記すこと

とし、ここでは、概要の記載に留めた。 

また、各委員からの書面による意見についても、５頁

以降に纏めた。 

 

ⅠⅠⅠⅠ．．．．委員会委員会委員会委員会のののの議事概要議事概要議事概要議事概要    

議事に先立ち、大石研究部長から、挨拶があり、その

後、配付資料の確認が行われた。 

引き続き、委員長に中島委員が選出された。 

 

まず、大石研究部長から、前回の外部評価委員会以降

の本大学院の動きについて、以下の概要説明があった。 

（１）大学側から説明 （１４：１０～１４：５０） 

 (1) 教育研究活動の概要について 

  ① 教員異動等 

   ・昨年病気された小野教授が、４月以後、元気に現

場復帰されたこと。 

   ・４月に位田・中西両教授が法学研究科に移籍し、

鈴木・北村両教授が移籍して来られたこと。 

・実務家教員について、補充１名、再任２名、入替

１名を行ったこと。 

・6 月 16 日付けで的場教授が法学研究科に移籍し、

間もなく逝去(7月21日)されたこと。また、7月

17日付けで、法学研究科から真渕教授が移籍して

来られたこと。 

② この１年間の実績と概況 

   ・カリキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシ

ーを制定したこと。 



- 2 - 

・ホームページをリニューアル（21.7.1）して、掲載

記事を多くし、情報発信体制を強化したこと（これ

には、院生諸君の多大の協力があつたこと）。 

・フィールド科学教育研究センターとの連携を図り、

特任准教授１名を採用し、その担当科目を新規に開

設したこと、及び日本財団講座『海域陸域統合管理

学』にＲＡ経費が認められ、使用していること。 

・経産省次官・全国知事会会長など数多くの外部講師

等を招聘して、学生の士気を鼓舞するとともに、人

材育成その他について意見交換を行ったこと（補足

資料２ 参照）。 

・今年度、第２RPG ルームの改善のための大型設備費

が採択され、目下、機器選定が終って年明けに工事

にかかること。 

③ 昨年の指摘事項への対応（カリキュラム見直し・学

生募集・進路指導関係以外）について 

  ○ 教員確保と研究成果について 

   ○ 認証評価への対応について 

         ・ 公共政策系専門職大学院基準(平成 21 年 9 月

財団法人大学基準協会)が制定され、来年度の受

審に向けて、12 月 4 日（金）に公共系専門職大

学院認証評価に関する説明会に教員と事務が出

席したこと。 

なお、前記基準制定作業は、公共政策大学院連

絡協議会との密接な協議の下に進められた結果、

各種基準や規程は、われわれの意見をも充分に反

映したものとなっていること。 

・ 認証評価委員として、研究者教員（真渕教授）、

実務家教員（佐伯特別教授）を推薦したこと。 

○ 公共政策大学院の位置づけについて 

 

(2) 引き続き、入学試験の実施状況について、鈴木入試

主任から、以下の説明があった。 

  ① 求める学生の質について 

② 平成22年度入学試験の状況について 

・平成 22 年度入学試験の一般選抜における受験者

数が大幅に増えたこと（資料12参照）。 

・例年通り、入試説明会を実施(7/2、11/8)したこと。 

(3) 引き続き、教務関係・進路状況等について、菊谷教

務委員会主任から以下の説明があった。 

 ① カリキュラム見直しについて 

       ・今年度も、科目の需要等を考慮して、カリキュ

ラムを見直したこと。 

    ⒜⒜⒜⒜ 21年度新たに開講した科目／９科目 

⑴⑴⑴⑴展開科目：①「政策評価・行政評価」、②「コ

ーポレート・ガバナンス」、③「環境政策評

価論」、④「財政政策の経済分析」、⑤「応用

政策評価論」、⑥「経済政策の論点：経済成

長戦略を中心に」の６科目 

⑵⑵⑵⑵事例研究（ケーススタディ）：①「自治体の

政策形成と人材育成」、②「経済政策」、③「都

市再生」の３科目 

    ⒝⒝⒝⒝ 21年度に廃止した科目／９科目 

①「公務員法制」、②「地域産業政策」、③

「少子高齢化の経済分析」、④「自治体法務

と行政法」、⑤「日本経済・財政の計量分析」

⑥「情報公開と個人情報保護の実務」⑦「建

設産業」、⑧「日本経済・財政についての計

量経済分析」、⑨「ケーススタディ 自治体

の政策形成と政策評価」 

    ② 前回指摘事項のうち主要事項について 

     ・科目編成について 

     ・リサーチ・ペーパー、インターンシップにつ

いて 

     ・進路指導と進路状況について 

 

休憩後、質疑応答並びに意見交換が行われ、各委員から

以下の提言をいただいた。 

  

西川西川西川西川委委委委員員員員 １点目は、京都大学は、学生の就職支援に対

し、余り意識しない学校ではないかとかねがね思っている。

東京にある大学に比べると、それは弱いと思う。組織的に

も、また先生方の意識をもっと強く持たれて、かつ何か支

援をされるのがいいのではないか。 

 ２点目は、研究あるいは学問と現場という結びつきをさ

らに強める努力をしていただきたい。 

 ３点目は、政治の新しい動き、ダイナミックなことでな

くても日々のことについて、間接的な理解になりがちだと

思うので、東京とは離れてはいないのだというそういうシ

ステム、やり方を工夫して欲しい。 

 ４点目は、教育のスタンダードと、それ以外の応用編と

を少し区別して、学生たちがこれはスタンダード、これは

応用編と理解できるような仕掛けが要るのかなと常々考

えている。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 人事院では、公共政策大学院の修了者を平

成 18 年から受入れているが、現時点では４年制大学とそ

んなに変わらないという評価をしている省が殆どである。

１つか２つの省庁は、確かに特別な訓練を受けているとい
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う評価をしている省庁もある。修了後２～３年の評価はそ

ういう感じである。 

公共政策大学院を修了して官庁に就職した人について

は、２～３年経ったところ、また10年とか15年経ったと

ころ、２回ぐらい調査したらどうか。中央官庁に就職した

人については人事院にやってもらって、それ以外のところ

に就職した人達に対しては、大学で調査する。そうするこ

とにより、ヒアリングの結果がカリキュラム編成や教育の

仕方等にフィードバックできる可能性がある。 

 中村中村中村中村委員委員委員委員 ４年の学部ですぐ入って来た人と、公共政策

大学院を出て入って来た人とは違う。という位置づけが一

番基本的な問題だと思う。短期的な結果を即断するのでは

なく、少し中期的な中で判断して欲しい。公共政策大学院

側も、如何にして評価が良い学生を送り出すかということ

が原点であると思う。学生の指導をするときにも、まず原

点に返って欲しい。ちょうど今、公共政策大学院も３年目

を迎えて、中・長期的な位置づけ、特に、京大の公共政策

大学院のセールスポイントをはっきりさせてはどうかと

思う。 

理系でも最近は都市計画をどうするとか、文系でもパブ

リックアーツをこれから自分は一生やりたいという人等

もいて、法学部を超えたオール京大の学際的な公共政策大

学院というのを志向するともう少し幅が広がるのではな

いか。 

 永久委員永久委員永久委員永久委員 この 11 月に、ずっと官僚の方々と議論する

機会があって、そのときに発見したことが２つありました。 

 １つは、官僚の皆さんは、勿論個人差はありますが、一

般的にプレゼン能力が乏しいというか、余りうまくできて

いなかった。これからは、プレゼン能力がどんどん必要に

なってくると思うので、プレゼン能力の強化が重要なのか

なと思います。 

 ２つ目は、科学的な方法論的な話が余り得意じゃないと

いうか、社会科学的な方法論的な形で物事を説明しなかっ

た。別の言い方をすると、きっちりとした実証データに基

づいた議論はしなかった。我々会社のシンクタンク部門で

採用する場合、統計学とか、そうした方法論をきっちりと

身につけた人を採ります。そうしないと、政策の分析や提

案などは、なかなかできないというのが実態です。ただ、

それだけ出きても困りますが、１つのメソドロジィを持っ

た人というのが必要なのではないか。それを１つの売り物

にするというのも一方策だと思います。 

 小野小野小野小野委員委員委員委員 今までの行政官がプレゼン能力に乏しいと

いうのは、今まで国民に対して説明するということを役所

自体がやってこなかった。これまでは、行政の中での議論

を主としてやっていたので、緊急に厳しい質問があったと

きに戸惑ってしまう。政権交代で行政のあり方も変わって

きているので、国民目線で何が必要なのか、何を投入しな

きゃいけないのか、地方に交渉に行く、あるいは色々な組

織と交渉する、行政官の中だけで完結するものなど、きち

んと説明できていないと思うので、公共政策大学院ではそ

ういうことを教えるポイントにされたり、あるいは政策の

プレゼンの仕方を教えることが必要だと思います。 

 もう１つは、今回、政権交代して、役所のあり方なり、

行政のあり方が大きく問われている中で、公共政策大学院

は何を目指すか、これは非常に新しい課題だと思います。 

政権交代で何となく行政官は悪の集まりだ、悪代官の集ま

りだと思われているので、それは違うんだと。実際の現実

は違うので、行政官がきちっと説明しなきゃいけない。今

のままやっていると、優秀な人が行政官を目指そうという

気持ちを失ってしまう危険性があると思います。ここは行

政官の側もきちんと反論しなきゃいけないし、学者の先生

方も反論すべだと思います。特に公共政策の。政治家の

方々はどうしても国民の耳にやさしいことを言おうとす

るので、そうではなくて、15年先、20年先に日本をどう

創っていくかということが必要だと思うので、そのための

議論をもっとしっかりしなきゃいけないと思います。 

 永久委員永久委員永久委員永久委員 インターンとかゲストスピーカーの方につ

いて、資料によると、政策の供給者の方が多いと思う。 

政策の受け手というか、そうした側からの視線というのが

ちょっと乏しいと感じられる。ゲストスピーカーも含めて、

両方必要だと思います。そうしたところへも新しい方法と

いうものを取り入れられたらどうかと思います。 

 中島中島中島中島委員委員委員委員長長長長 自己点検・評価報告書の 11 頁、あるいは

７頁など拝見して感じることは、この入試科目からすると

やっぱり配慮が足りないのではないか。先生方が非常に考

えて決定された科目なので、簡単にどうこういうことは言

えないが、この報告書に書いてあるように、客観的で複眼

的な思考というものを大切に育てていきたいという意識

も持っておられるので、もう少し他学部の入学者がいても

いいんじゃないかという気がします。東大の公共政策大学

院は非常にバラエティに富んでいる。文学部の人、農学部

の人、理学部の人も入っていただけば良いと思うので、も

しも可能だったら、試験的に仮に入学させてみようという

ことが設けられるとおもしろいという気がします。 

 飯尾飯尾飯尾飯尾委員委員委員委員 発言の機会がなくて遠慮していたのですが、

まとめて話すと、公共政策大学院に対して４年制卒業者と

の比較について色々な話が出ていました。これは二面性が

あるような気がします。今お話しのように、すぐに役に立
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つものでもないというのも、それはそれだろうという気が

します。もう１つは、役所も少しずつ変わってこざるを得

ないのではないかという気がしています。年次で昇進とい

うことがだんだん維持できなくなってきたときに、どうし

て生き残るかです。教育するとともに、社会に訴えかけて

役所を変えていくという課題があります。先程の７～８年

で、京都大学の公共政策大学院を出た人は若いけれども、

もう統括課長補佐が務まるというまで行くかどうかもあ

りますが、積極的に攻めてみる価値はあると思います。今、

永久先生は待てるかと言われましたが、いろんな雰囲気が

ある中で積極的に考えられても良いのではないか。これま

での安定的世界ではなくて、公務の世界も戦国乱世的にな

ると、新しい公務員像みたいなものを公共政策大学院が訴

えていく。そうすると、こんな仕事のやり方があるのか。

若造だと思うけれども、言われてやってみると、仕分けに

出してみると、ものすごく説明して、年寄りを出すよりい

いと、こうなってくると評価が上がってくる。この大学で

は、こつこつ授業をされていて、内容的にかなり色々工夫

しておられて、私も毎年来ているとだんだん言うことがな

くなって困るのですが、幾らか安定した基盤を使って少し

攻めてみられるのが１つかなと思っております。 

 それから、この大学は比較的インターンシップとかゲス

トスピーカーとか頑張って努力しておられる方です。これ

まで言ったことの上に更にひとつ考えるとすると、学生に

自由ではなくて、少し効果を見ながらちょっと誘導すると

いうインターンシップも必要かなという気がします。供給

側じゃなくてユーザー側というのはなかなか興味深いと

ころで、よく福祉の現場とかが良いと言われますが、そう

いうことも幾らか無理に組み込まないと、なかなか興味、

関心だけでは済まないところがあって、どこかの隙間に入

れるということですね。授業があるために、普通の学期に

はなかなか組み込めないので、学期と学期の隙間のどこか

に考える。しかし、これは世の中の方が協力してくれない

といけなくて、京都大学ぐらいになると皆さん、名誉なこ

とだから協力して下さるかなという気もしますが、よほど

安定的な関係をつくらないと長続きしないので、すぐにと

は言いませんがお考えいただきたい。 

また、費用が持てるかという話を随分心配されています

が、法人化した今ですと、そういう費用を持とうというこ

とは大学として考えてもいいのではないか。京都大学ぐら

いの財政力からすると可能だと思われる。それに社会の支

援を仰ぐ十分な理由があるような気がしています。 

 また、ゲストといっても、この人数だと、講演会でも良

いのですが、授業の中で呼んで、ディスカッションしてみ

ると世の中のことが解るので、その上に社会人の学生がお

られると、自分と違うところの方とやり合いなんかしてお

られると随分皆勉強になる。形は兎も角、今やっておられ

ことをベースに考えられれば良いのではないか。その上に

合宿とか参加しているのは大変結構なことなので、それを

支援していかれるとよろしいので、かえって、東京から離

れている分、意識的に吸収しようというのは良いところで

はないか。東京にあると、いつでも触れられるような感じ

がして、余りみんな熱心にやらないんじゃないかという感

じもありますので、そこは京都で東京から離れているとこ

ろを、むしろそこをとりあえずお使いになってはどうか。

第２のインターンとかゲストに関係することです。 

 自己点検・評価報告書は、２年に一度つくられるという

ことですが、私の感じで言うと、手間はかかるけれど、毎

年つくられた方が良いのではないか。同じようなもので、

ルーティンで乗っていくように工夫されると、良いのでは

ないか。 

また、認証評価というのもいい機会だと思いますが、あ

んまり認証評価に合わせられなくてもよいのではないか。

認証評価は個性を出しにくいので、優等生になっていると

余りいいことがない。ある種の特徴がおありなので、思い

切ってそれをされるのがいいのではないかと思います。 

  

 以上で意見交換は終わり、大石部長から謝辞並びにＡ４

判１枚程度の簡単な報告書の提出方依頼があった。 
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外部評価委員外部評価委員外部評価委員外部評価委員会委員会委員会委員会委員のののの評価書評価書評価書評価書    

    

外部評価委員外部評価委員外部評価委員外部評価委員    中中中中    島島島島    忠忠忠忠    能能能能        

１．法律とか経済の知識・能力は相変らず重要だが、同時

に、客観的な観察力、多角点な視点からの思考力も必要

となっている。このことは、貴大学院の「自己点検・評

価報告書」の中でも記述されている。だからこそ、４年

間他の学部で勉学してきた応募者を受け入れやすい工

夫をすることを考えてはどうかと思う。（評価委員会の

席上、大石院長から「体験入学」構想の紹介があったが、

体験入学の成績をみて、「正式入学」へという道が開か

れると良い。と思う。） 

 

２．大学院の修了者が就職先でどのように評価されている

か。人事院で各省庁からヒヤリングしてもらったところ、

外務省などごく少数の省庁を除いて、ほとんどの省庁で 

 

 

外部評外部評外部評外部評価委員価委員価委員価委員    小小小小    野野野野    元元元元    之之之之                

総評 

 公共政策大学院の役割は国や地方公共団体その他の公

共部門や公共的な役割を担う業務にたずさわる高度専門

職業人の育成にあると思うが、ここでは、私は、将来の幹

部国家公務員となるべき人材の育成の観点にしぼって議

論を進めてみたい。 

昨年の政権交代により、官僚主導からの脱却と政治主導

が声高らかに叫ばれているが、私は我が国の行政を考えた

場合、政策決定を基本的に政治家が行うという方向は正し

いと思う。国民の目線に立って、民意を十分くみ取り、長

期的な国家・社会のビジョンをたてるのは政治家の責任で

あろう。一方で行政官は選挙の制約がなく、客観的に政治

的にも中立の立場から日本の将来を考えうる状況にあり、

高い志（これが重要なのである）をもって、日本の将来の

ために様々なデータを集め、専門的な立場から最善の行政

施策の案を企画・検討すべきであろう。私は望ましい政策

決定のあり方としては、政治家が官僚を使いこなし、明確

に方向性を指示した上で、必要な議論を十分行って、最終

的には政治家が決断・決定するというのが望ましいと思う。

多くの行政官は、日夜まじめに地道にそれぞれの職場で頑

張ってきているのであり、その努力と能力は適切に評価さ

れるべきだと思う。まだ新政権は発足したばかりであり、

もう少し時間をかけて状況を見守っていく必要があると

思うが、行政官がいたずらに萎縮してしまってはならない。 

 

 

 

４年制卒業者と「差」はない、というものだった。この 

結果をどう受け止めるのか。就職後２～３年の就業経験

（担当させられた仕事の種類と程度にもよるが）から大

学院教育の評価を結論づけるのではなく、１０年～２０

年後の倫理力、政策力、実行力等を総合評価して、結論 

づければ良いのではないか。 

 

３．ゲスト・スピーカーについて一言。かなり力点を置い 

ておられることを評価したい。願わくば、国会終了直後

に、その国会で議論が白熱した課題について、担当課長、

審議官等を招へいして院生に質問・議論できる機会を与

えてやって欲しい。 

 

 

 

 

私は日本の将来のためにも、公務員という職場に引き続

き優秀な人材が数多く志願してほしいと強く願ってい

るが、国家公務員制度自体が大きく変貌しようとしてお

り、状況は極めて厳しいと言わざるを得ない。 

こういう時こそ、我が国の将来のため、高い志と優秀

な頭脳を持ち、困難な課題に対しても前向きに努力する、

明るい建設的な人材が求められていると思う。その意味

からも、京都大学の公共政策大学院に求められているの

は、優秀な頭脳と専門的な知識、自ら考え判断できる意

欲と能力を持ち、諸状況をきちんと分析し、説明力、交

渉力に富んだ、危機管理に対応できる粘り強く忍耐力の

ある優秀な人材の育成だと考える。 

  そのためには意欲ある優秀な教員の確保と充実した

カリキュラムの編成が最も重要であり、また図書、自習

室などの施設設備を充実させ、教育研究の質を高めてい

く努力が必要なことは言うまでもない。 

１ 教育条件について 

 昨年も指摘したが、施設、設備については年々充実し

てきており､望ましいことだと思う。学生からの要望に

も耳を傾け、前向きに処理されていることは評価出来る。

自習室についてはかなり充実してきており､学生の研究

や教育に役立っている。 
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２ 教員について 

  基本的には優秀な教員が配置されていると考える。た

だ、各省庁の実務経験のある教員については、政権交代

で公務員制度や各省庁の仕事の仕方が従来とは大きく

代わりつつあるので、固定的に運用せず、最前線での行

政実務経験があり、しかも高い立場で幅広く行政を考え

ることの出来る人材を活用してほしい。 

３ カリキュラム及び学生の授業評価について 

  学生の授業評価をみても､本大学院のカリキュラムは

授業の難易度、教員の授業の仕方や熱意などについて高

い評価が得られている。昨年も指摘したが、公務員倫理

や新しい時代の公務員としての高い志を身につけさせ

る科目があると良いと思う。また､カリキュラム改訂の 

際にはⅠ、Ⅱなどをつけて大学院のカリキュラムとして 

 

 

 

外部評価委員外部評価委員外部評価委員外部評価委員    中中中中    村村村村    順順順順    一一一一     

外部評価委員会での発言および補足点をとりまとめ、所

見を次のとおり提出する。 

○ 発足後、３年余経て、〈公共部門において国の内外で

活躍する人材の養成〉との設立趣旨の実現度が更に高め

られるよう、原点を踏まえた取組みの検討が重要である

と考える。 

○ 学生の募集にあたっては、縦割り専門分野の延長線上

ではなく、総合的、学際的な視点での人材育成が求めら

れると思われるところ、法学部、経済学部に加え、総合

人間学部、人文科学系、自然科学系からも応募ができる

よう、選抜方法の弾力化が望まれる。 

○ 現在の教授陣は、官公庁、マスコミ、シンクタンクな

ど既に多彩な顔ぶれであるが、その一環として、外国人

を含め、例えば国際機関勤務経験者など、国際場裡で活

躍した人を加えることを検討しては如何かと考える。 

○ 授業形態としては、ゼミ形式を積極的に取り入れ、ケ 

 

 

 

外部評価委員外部評価委員外部評価委員外部評価委員    飯飯飯飯    尾尾尾尾            潤潤潤潤 

本大学院も、年を追うごとに充実し、本年度は安定軌

道に入ったように感じられる。現状を維持するだけでも

大変なことであるが、さらなる発展に向けた地道な努力

を期待したい。折角の機会なので、数点感じたことを書 

 

さらに深みや幅広さを増した科目を作ることも検討し

てほしい。 

４ 学生の質の向上とインターンシップ 

  政権交代で、現実問題として公務員志望の学生の質の

低下が懸念されているが、幸い京都大学の公共政策大学

院の志願者の質はかなり高いと思われ少し安心してい

る。東京から少し離れているので、現実の各省庁の職場

を身をもって体験できるインターンシップの制度は非

常に有意義だと思う。ぜひインターンシップの制度をさ

らに充実させる努力を行ってほしい。 

 大学院時代を歴史と伝統文化の豊かな京都ですごし、

人間性の幅を広げて、仕事としては東京を中心に日本の

将来を担う国家公務員にチャレンジするといった有為

な若者を育ててほしい。 

 

 

 

 

 

ース・スタディなど、学生が発言・参画できるような方

式が望ましく、また、リサーチ・ペーパーの作成につい

てはできるだけチームワークで行う機会を設定するこ

とが望まれる。 

○ 大学院修了後の進路として、公共部門に直接係わる分

野に進む者が更に増えることを期待したい。そのために 

は、実績を積み上げていくことが肝要であり、公共政策

大学院修了者は学部卒とは違うという積極的評価が定

着することを望みたい。 

○ 今後、国内の公共政策大学院間での差別化が進むと思

われ、その意味で、これから数年間が京都大学公共政策

大学院にとっても重要な時期になると考えられる。京都

と京都大学の持味と強味を活かしながら、京都大学とし

て積極的に公共政策大学院の拡充に努めることが肝要

であると考える。 

 

 

 

 

 

き留めて、御参考に供したい。 

１．昨年度から作成を始められた『自己点検･評価報告

書』は2年に1度の発行ということで、本年度は作成

されないとのことであるが、外部から評価する立場か
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らすれば、毎年の評価のために、毎年作成していただ

いた方がありがたい。1 年ぐらいで現状が大きく変わ

るものではないにしても、最新の情報を少しずつ付け

加えるのでよいので、毎年の発行を御検討いただけな

いだろうか。大変な労力がかかるのは理解できるが、

毎年の発行となれば、ルーティン化によって省力化が

はかれるのではないか。 

２．今回、授業参観をさせていただいた佐伯特別教授の授

業は、実務家出身教員らしい現実感覚が反映された演習

で、参加した院生も積極的に発言し、よく運営された授

業だという印象を受けた。とりわけ、他の院生への発表

者の解答に教員が疑問を呈し、また別の参加者の発言を

促す場面は、巧みな進行であると感心した。こうした授

業の運営手法を、教員相互で伝え合うことによって、総 

合的な教育水準の向上につながる試みをなされればと

考える。 

３．これから、大学基準協会による認証評価を受けられる

との説明を受けた。これについて、評価基準に沿った 

 

 

 

外部評価委員外部評価委員外部評価委員外部評価委員    永永永永    久久久久    寿寿寿寿    夫夫夫夫 

継続的な自己点検・評価により、改善が行なわれている

ことを高く評価したい。また、有能な教員ならびに優秀な

学生の確保のために大きな努力をされていることに敬意

を表する。その上で、当大学院の目的に資するための検討

事項をいくつか指摘する。 

①ゲストスピーカーについて 

政策立案・実施現場に携わるゲストスピーカーを招き、

講義やケース・スタディを通じて、政策立案やその実施

方法を学ぶ機会を与えている点は、公務員志望の学生に

とっては極めて有益である。しかしながら、政策はマク

ロな観点ばかりではなく、それによって利益を享受した

り、影響を受けるものの立場からも検討されなくてはな

らない。その観点から、経済産業界はもとより多様な立

場にある方々をゲストスピーカーに招くことも検討さ

れるべきと考える。また異なる立場のゲストスピーカー

による議論の場を設けることも検討に値するのではな

いか。 

②インターンについて 

職業訓練のためにインターンを行なうことは重要で

あり、インターン先に官公庁が多いことは、当大学院の

目的からすれば、当然のことかもしれない。一方、現在

の行政の課題として「民間の視点」の導入があり、官民 

活動をしていることを示すことは必要なことではあ

るが、評価に際し、あまりに萎縮し、形式を整えるこ

とに労力を注ぎ過ぎると、本来の教育･研究活動に支

障が出る恐れもある。京都大学の大学院らしい自由･

闊達な日常活動をそのまま評価してもらおうという

基本姿勢で臨まれることを期待したい。 

４．評価委員会の席上、修了生の官庁における評価が話

題になった。現在の中央省庁の人事システムにおいて

は、大学院修了者に特別の職務や課題を与えることも

ないので、高い評価を得にくいのは理解できる。しか

し、現状に安住するのもよくない。教育水準を上げる

のはもちろんであるが、各省庁の人事政策に注文を付

けるようなことがあってもよいのではないか。本大学

院には一流の研究者が数多く、官庁組織に詳しい方も

少なくないので、人材の活用という観点から、各省庁

の人事政策･組織運営を再検討し、必要な改善を求め

る提言などを出されるのも一案だと考える。 

  

 

 

 

 

交流の必要性が叫ばれている。公務員を志望する学生に

とって、就職する前こそ「民間の視点」を養うチャンス

であり、その観点から、民間企業へのインターンの拡充

も考慮されたい。これについては、昨年も指摘したとお

りである。 

③プレゼンテーション能力の養成について 

昨年１１月に行なわれた「事業仕分け」では、事業説

明をする官僚のプレゼン能力の低さが指摘された。これ

は、これまで官僚組織内あるいは対政治家という閉ざさ

れた社会のなかでしかプレゼンを求められたことがな

く、民間人・一般人に対して短い時間でわかり易く説明

を行なう訓練がなされてこなかったことに起因すると

考えられる。今後、こうしたプレゼンの機会が増えると

予想されるなか、その能力を養成することが当大学院に

おいても重要と考える。 

④科学的方法論の教育の強化について 

「事業仕分け」における官僚の議論の中で目立ったのが、

統計学的手法や因果関係を明確にした論理構成に乏し

かったという点であり、それがプレゼン全体の質を下げ

る要因 となっていた。科学的方法論や統計学ついて当

大学院は優れたカリキュラムを用意しているが、その重

要性をさらに強調すべきと考える。 
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外部評価委員外部評価委員外部評価委員外部評価委員    西西西西    川川川川    一一一一    誠誠誠誠    

京都大学公共政策大学院は、平成１８年度の開設以来、

順調に教育・研究の成果を挙げてきていると評価する。ま

た、我々外部評価委員の指摘事項に対しても真摯に対応さ

れており、敬意を表する。 

今後の貴学のさらなる発展を期待して、以下、４点を指

摘しておきたい。 

１．京都大学の気風として学問的志向が強く、学生への就

職支援が弱いように感じる。専門職大学院としての公共

政策大学院の性格を考えると、その専門性を活かした就

職が増えるように、もう少し組織的な支援体制があって

然るべきである。 

 例えば、中央省庁や国際的機関に勤務する職員の招聘

をさらに充実させることにより学生の就職意識を高め

たり、このほど開設された「京都大学東京オフィス」を

活用した情報発信に努めるべきではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．昨年度、「地域再生・活性化政策の比較予備調査」と

して、本県をはじめとしていくつかの県の現地調査を実

施されたことは高く評価する。研究あるいは学問と現場

の結びつきをさらに強める努力はまだまだできると思

うし、我々地方自治体も協力するので、学問と現場の具

体的課題を結びつけるような教育・研究を学生に対して

行うべきである。 

３．政権交代後の新しい政策について、教育の中で学生に

意識させるとともに、政策が実施されている地方自治体

と連携して調査・研究し、施策の効果や問題点について

外部に発信すべきである。 

４．学問の基礎となるものと応用的なものとを少し区分し、

大学の豊富な学問的蓄積を活かして学問の基礎的な部

分をしっかり教育するとともに、応用分野との連携を深

めていくべきである。 
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平成平成平成平成２０２０２０２０――――２１２１２１２１年度年度年度年度    

京都大学公共政策大学院外部評価委員会委員名簿京都大学公共政策大学院外部評価委員会委員名簿京都大学公共政策大学院外部評価委員会委員名簿京都大学公共政策大学院外部評価委員会委員名簿    
（５０音順） 

氏    名 現  職（前 歴） 

 

飯 尾   潤 

 

 政策研究大学院大学教授 

 同大学副学長 

 

小 野 元 之 

 

 独立行政法人日本学術振興会理事長 

 （元）文部科学省事務次官 

 同志社大学客員教授 

 

中 島 忠 能 

 

 

 全国市町村職員中央研修所顧問 

 （元）人事院総裁 

 

中 村 順 一 

 

 前国立京都国際会館館長 

 （元）在ベルギー日本国特命全権大使 

平安女学院大学文化創造センター客員教授 

 

永 久 寿 夫 

 

株式会社 ＰＨＰ総合研究所 

常務取締役・研究本部長 

関西大学客員教授 

 

西 川 一 誠 

 

 福井県知事 

※ 任期は、平成20年４月１日から２年間。 

 

 

公共政策大学院外部評価委員会規程 
                            平成１８年５月１８日教授会決定 

 

第１条 公共政策連携研究部（以下「公共政策大学院」という。）に、外部評価委員会を置く。 

第２条 外部評価委員会は、委員６名程度で組織する。 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 委員は、国立大学法人京都大学の職員以外の者で、公共政策大学院の教育研究に関し広くかつ高い識

見を有するものの中から、研究部長が委嘱する。 

第３条 外部評価委員会は、公共政策大学院が教育研究活動等について行う自己点検・評価の結果を検証

するほか、研究部長の諮問に応じて、公共政策大学院の運営に関する重要事項を審議し、研究部長に対し

て助言を行う。 

第４条 外部評価委員会に委員長を置き、委員の互選により選出する。 

第５条 外部評価委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

第６条 外部評価委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は、委員長が決する。 

第７条 研究部長及び公共政策大学院の職員は、委員長の許可を得て、外部評価委員会の会議に出席して

説明し又は意見を述べることができる。 

第８条 この規程に定めるもののほか、外部評価委員会の議事の運営に関し必要な事項は、外部評価委員

会が定める。 

 

附 則 

 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 
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公共政策大学院外部評価委員会議事公共政策大学院外部評価委員会議事公共政策大学院外部評価委員会議事公共政策大学院外部評価委員会議事録録録録    

  

１．日 時 平成21年１２月１０日(木) 

  １３時００分～１６時１０分 

２．場 所 法経本館３階 小会議室 

３．出席者 中島、小野、飯尾、永久、中村、西川 

各委員 

４．欠席者 なし 

５．大学側出席者 

 大石研究部長、今久保副研究部長、鈴木入試主任、

菊谷教務主任、真渕教授、佐伯教授 

 

議事に先立ち、大石研究部長から、挨拶があり、その

後、配付資料の確認が行われた。 

引き続き、委員長に中島委員が選出され、出席者の自

己紹介が行われた後、議事が進められた。 

 

 大石部長大石部長大石部長大石部長 それでは、やや時間が遅れましたが、外部評

価委員会を始めさせていただきます。 

 あそこに佐伯教授の札がありますが、只今、ご覧いただ

いたとおり授業中でございまして、終わられてからこちら

に駆けつけるということでございます。さらに、我々のス

タッフの中ではこの後、授業を控えている方がおりますの

で、途中で退席させていただくということを、予めご了解

いただきたいと存じます。 

 本日は、大変お忙しい中、また朝早くからお運びいただ

きまして、改めてお礼を申し上げます。ありがとうござい

ます。 

 早速、了解事項といいますか、お願いしたいことがござ

いまして、私のほうから一、二申し上げます。 

 昨年度もそうだったのですが、この会議の模様を録音さ

せていただきたく、よろしくご了承いただきたいと存じま

す。それを起こしたものを議事録として、こちらとしてま

とめたいと存じますが、これも昨年と同様に、先生方に一

旦お返しをして添削をしていただく、その後に確定をする

ということにいたしたいと存じます。 

 さらに、最近のことでございますから、今日の議事の概

要をＰＤＦ等でホームページに掲載させていただきまし

て、オープンに知らせるということを考えておりますので、

この点についても先生方のご了承を得たいところでござ

います。よろしくお願いいたします。 

 さて、今日の委員会は外部評価委員会でございますので、

この場で、いつもながら、委員長を選出していただくとい 

 

うことになっておりますが、これまでの経緯もございまし

て、昨年度もおやりいただきました中島先生に委員長をお

引き受けいただきたいところでございますが、いかがでご

ざいましょうか。 

     （異議なし） 

 大石部長大石部長大石部長大石部長 これから後は、中島先生のほうに進行をお願

いするということにいたします。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 では、年長者ということで、しばらく議事

進行に当たりたいと思います。 

 まず最初に、出席者の自己紹介ということで、我々のほ

うから自己紹介いたしたいと思います。 

 まず初めに私からします。 

 中島忠能(タダヨシ)と言います。自治省に最初入り、そ

の後人事院に移り、人事院を最後に卒業しました。現在、

市町村職員研修所の顧問として、年間に 10 回ぐらい講義

をしております。皆様のこれからのご指導をよろしくお願

いします。 

 小野委員小野委員小野委員小野委員 小野元之(モトユキ)と申します。私は今、日

本学術振興会の理事長をさせていただいております。独立

行政法人として、学術の振興の仕事を一生懸命やっている

ところでございます。前職は文部科学省事務次官です。ど

うぞよろしくお願いします。 

 中村委員中村委員中村委員中村委員 中村順一(ジュンイチ)でございます。外務省

の出身で、京都国際会館の館長を昨年末までしておりまし

た。今、京都と東京で４つほど客員教授として教鞭をとっ

たり、私立大学の理事、また幾つかの教育研究機関の外部

評価委員を務めさせていただいております。京都市の京

都・創生アドバイザーというようなことも引き受けさせて

いただいております。よろしくお願いいたします。 

 飯尾委員飯尾委員飯尾委員飯尾委員 飯尾潤(ジュン)と申します。もともと東京大

学の出身で、政治学を専門にしております。政策研究大学

院大学の教授で、今、副学長を兼ねております。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 西川委員西川委員西川委員西川委員 西川一誠(イッセイ)でございます。福井県知

事をしておりまして、今、２期目の３年目でございますの

で、都合７年やっております。最近、マニフェストが話題

になっておりますが、私は１期目からマニフェストの整理

をしております。昨日などもそういう評価を県庁でやって

きたという状況であります。よろしくお願いします。 

 永久委員永久委員永久委員永久委員 ＰＨＰ総合研究所の永久です。恐らく唯一の

民間人だと思います。今お話がありましたマニフェストの
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評価とか、あるいは色々なところの自治体の行財政改革の

委員とかをさせていただいております。関西大学では客員

教授をしておりますが、民間の立場から色々言うことがあ

ればと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 では、先生方からよろしくお願いします。 

大石部長大石部長大石部長大石部長 では、私から。座ったままで失礼いたします。 

 現在、小野初代研究部長に引き続いて２年目になります

が、研究部長をしております大石でございます。専攻は憲

法でございまして、その関係で、飯尾先生などとは比較的

よくお会いする機会がございます。なかなか厳しい情勢で

ございますが、後で色々と学内の話、あるいは入試の話と

か、幾つか申し上げたい点がありますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 今久保副部長今久保副部長今久保副部長今久保副部長 副部長の今久保幸生(サチオ)と申します。

公共政策大学院の設立準備委員もしておりましたので、誕

生からその後に至るまでずっと見てきているところです。

専門は、経済政策と経済統合政策を担当しております。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 真渕教授真渕教授真渕教授真渕教授 真渕と申します。この７月に法学研究科から

こちらに移籍して参ったばかりでございます。専門は行政

学で、授業はこちらに移籍する以前からずっと担当してお

りますが、移籍してからはさらに一層腰を据えて授業をし

ているところです。どうぞよろしくお願いいたします。 

 鈴木教授鈴木教授鈴木教授鈴木教授 鈴木基史(モトシ)と申します。今年の４月か

ら公共政策大学院に法学研究科から移籍して参りました。

早速たくさんの委員会の仕事がございまして、大きなもの

が入試委員会の主任として、既に一般入試を９月、10月に

行って、今、ちょうど職業人と外国人の入試の受付が終わ

り、今度は１月、２月に実際の筆記・口述試験を行うとい

う段階にあります。今日は何とぞよろしくお願いいたしま

す。 

 菊谷准教授菊谷准教授菊谷准教授菊谷准教授 教務主任の菊谷と申します。私も教務主任

としては新米ですので、今日はいろいろ至らない点がある

かと思いますが、よろしくお願いします。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 では、事務局のほうから。 

 中山事務長中山事務長中山事務長中山事務長 事務長をしております中山でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 公共政策大学院独自の事務部というのは

なくて、法学研究科の中で全部やっていただいているとい

うことでございます。 

 堀川事務員堀川事務員堀川事務員堀川事務員 堀川と申します。定年の後、２年目になり

ますが、公共政策の事務を担当しております。よろしくお

願いします。 

 小屋敷掛長小屋敷掛長小屋敷掛長小屋敷掛長 公共政策大学院掛長の小屋敷と申します。

よろしくお願いします。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 ありがとうございました。 

 では、大学の概要のご説明をお願いします。 

 大石部長大石部長大石部長大石部長    それでは、まず私から概要についてお話しを

申し上げた後に、入試主任及び教務主任から、入学試験の

実施状況、あるいは教務関係、進路状況について、大きく

３点にわたって申し上げたいと思います。 

 まず、「教育研究活動の概要」について、簡単に申し上

げますと、昨年、ご心配をかけました小野教授、病気で倒

れられましたが、４月以降は完全に元気で復帰され、普通

の授業を行っておられます。報告申し上げます。 

 次に、教員の異動ですが、４月１日付で位田教授、中西

寛教授が法学研究科に移籍され、かわりに、鈴木教授及び、

商法の関係の北村教授が赴任されたところです。 

 実務家教員については、白川先生が実務に戻られた後、

翁先生に来ていただいております。そのほか、再任された

方が２人、それから総務省関係で、入れ替えに別途、新し

い方が来られたという状況でございます。 

 なお、法学研究科から真渕教授が移籍してこられたわけ

ですが、その前後に少し残念なことがございました。法学

研究科から来ていただいていた的場教授、政治原論の方で

すが、少し体調がお悪かったので、その関係もあって法学

研究科に戻っていただいた方がいいだろうということで、

6月16日付で法学研究科に移籍の手続をとりましたが、間

もなく(21.7.21)亡くなられました。私共としては大変ショ

ッキングな出来事でございます。法政関係で、あの方をお

いて他にいないのではないかというぐらいの大家でして、

大変残念に思っておるところでございます。 

 さて、この間の実績と概況を簡単にお話ししますと、お

手元に資料１から 18 まで色々とデータを揃えてございま

す。これをご覧いただくのはなかなか大変ですので、かい

つまんでお話し申しますが、資料２に関連して補足資料が

３つお手元に配られていると思いますが、如何でしょうか。

補足資料１、２、３がありますので、ご確認いただきたい

と思います。 

 まずは、補足資料１にありますように、これは大学全体

にも影響するのですが、カリキュラム・ポリシーやディプ

ロマ・ポリシーをつくるべきだという指導が全国的に行わ

れておりますので、私共も目的は十分達成しておりますが、

こういう形で先月、カリキュラム・ポリシーとディプロ

マ・ポリシーを制定したばかりでございます。いずれそれ

がホームページ等に出てくるということであります。その

ホームページも今年の７月１日に完全にリニューアルし

ました。既にご確認いただいたかもしれませんが、掲載す
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べき記事を非常に多くいたしました。その意味で情報発信

の体制を強化した面がございますが、それには院生諸君も

かなり協力をしてくれました。ホームページの中身そのも

のは私共が責任を持ちますが、レイアウトの問題、更新の

問題などを彼らがかなり熱心にやってくれました。私共と

しては大変ありがたいところでございます。そういう意味

で大変充実した情報発信体制ができたものと思っており

ます。 

 次に、他部局との連携の問題ですが、学内にフィールド

科学教育研究センターというのがございまして、そことの

連携を図っております。その中で、特任の准教授１名を採

用しました。経済の関係の方でございます。その担当科目

を新たに設けました。 

 また、日本財団からの寄附講座がございまして、私共に

は余り馴染みがないのですが、海と陸というものを統合す

る「海域陸域統合管理学」というものがあります。それを

やるというので、そのリサーチアシスタントの経費がつき

まして、現にそれを私共としても活用しております。 

 さらに、望月経済産業省次官、この間は全国知事会の会

長においでいただいたりして、数多くの外部講師等を招聘

する形で講演会等を開いております。そのことによって学

生の士気が随分上がるということがございますし、その後

の懇談などを通して、人材育成その他についての意見交換

ができたということは非常に大きなメリットがございま

した。補足資料２にゲストスピーカー一覧として纏めてお

りますので、ご覧いただければ幸いでございます。 

 さらに、先程、ロールプレイゲームを行う部屋を見てい

ただきましたが、今年度、あの部屋を大きく改善するため

に、国際会議ができるような大型の設備費が採択されまし

た。目下、機器の選定が終わって、年明けに工事にかかる

というところに差しかかっております。 

 次に、昨年、色々な指摘を先生方からいただきました。

カリキュラムの見直し、学生募集、進路関係は後で説明い

ただくとして、私からは、それ以外のものについて、簡単

にご説明申し上げます。 

 まず、多くの先生から、教員の確保と研究成果の点につ

いて質問、ご指摘がございました。１つは、各省庁などの

実務経験のある人材をいかにして確保するか、もう１つは、

地方自治体にもそういう研究成果を還元していただきた

いというご意見をいただきましたが、この点について申し

ますと、実務家教員に関しては、この４月に１名の補充を

行い、同じ日銀の翁先生に来ていただいております。それ

から、財務省、経済産業省から来ていただきましたお二人

の先生には所定の審査手続を経て再任をいたしました。総

務省から来ていただいた方も、別の方を審査の上、来てい

ただいております。さらに、資料２のとおり、さまざまな

ゲストスピーカーを特別の講演会、あるいは授業の中で招

聘して、新しい知識等を学生に伝えていただいたところで

ございます。 

 地方自治体の関係では、確かにご指摘のとおり、地方自

治体への審議会委員等としての参画は、私ども世帯が小さ

いということもあって、必ずしも多くありません。全体で

12件程度だと思います。京都市が９件、滋賀県の湖南市、

それから宮城県、仙台市などですが、依頼があれば積極的

に対応したいと思っております。 

 なお、授業の中で地方行政実務という科目がありますが、

この授業は、私共の専任教員と京都府及び京都市の職員と

の合同で行う共同授業であります。したがいまして、近隣

のところですと、そういう形での共同講義、あるいは連携

した授業等が行えるのではないかと考えております。   

 さて、次に大きな２番目としては認証評価の問題がござ

います。公共政策大学院の実情に合ったような評価をして

もらうように積極的に働きかけるべきではないかという

ご意見等もいただきましたし、さらに現在では、もう目前

に迫っておりまして、来年度、即ち 22 年度に、認証評価

機関による認証評価を受けるという手はずになっており

ます。そのことを簡単に申し上げます。 

 公共政策大学院の関係ですと、特に専門職大学院として

位置づけられているのは全国で８大学あります。徳島にあ

る小規模大学院は、どうも募集を停止したようで、実質７

つになりました。しかし、その７つ８つの大学で年１～２

回、連絡協議会を従来から開いて参りまして、情報をお互

いに交換をしてきたところですが、その公共政策系の専門

職大学院の基準というのが一応まとまりました。それが資

料 18 です。大学基準協会が担当する方向でまとまり、先

日、説明会があり、認証評価機関としての認証を受けると

いう体制も整っております。 

 資料 18 のとおり、９月に大学基準協会が基準を設定さ

れ、来年度受けるのは多分私共が最初になるのではないか

と思いますが、それに向けて、先週の金曜日、12月４日に

認証評価に関する説明会が東京で開かれ、それに鈴木教授

と小屋敷掛長が出席し、詳しい情報を得たばかりのところ

です。 

 さらに、その認証評価機関となる予定の大学基準協会か

らは、認証評価委員を各々の大学院から出して欲しいとい

う依頼があり、研究者教員は真渕教授に、実務家教員は佐

伯先生に出ていただくことを、先般、決定いたしました。 

 なお、実情をよく知っていただくことが大事だというこ
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ともありますので、連絡協議会の場に大学基準協会の方な

どをお招きして、共同の会議を持ちました。その密接な協

議のもとに進められた結果ですので、各種の基準や規程の

案も私共と検討して、その上でようやく整ってきたもので

すので、比較的それを反映した形で基準等がつくられてい

るのではないかと承知しております。 

 最後に、公共政策大学院の位置づけの問題でございます。

１つは、位置づけをしっかりして、セールスポイントを明

確にしたらどうかというご意見をいただきました。もう１

つは、国の支援や協力を得るべく、積極的に何か働きかけ

を行ったらどうかという得難いご意見をいただきました。 

 ２点について申しますと、まずセールスポイント等の問

題ですが、ほかの特にロースクールのような専門職大学院

に比べると、修了することによって何らかの資格取得の試

験、さらに軽減措置が図られるとかいうことが他ではある

のですが、公共政策系の場合には、修了しても特にそうい

う面のメリットがあるわけではございません。そういう意

味での学生の確保という面から言うとセールスポイント

にやや乏しい面があるかもしれないということは、その限

りにおいては言えるかもしれません。ただ、私共としては、

それを補って余りある特色を持っているのではないかと

自負しております。１つは、正規の教育課程とは別に、非

常に活発に各種の講演会やセミナーを開催しております。

これらを通して私共の存在なり、公共政策大学院に在籍し

て学ぶことの意義を伝えていくつもりでございます。何と

言っても第一線で活躍中の実務家と直接接して、現場の臨

床的な知識を学習させるということが大事ですので、公共

的分野等の関心を高める、かつ必要な倫理観を体得させる

という意味でも有益なことではないかと思っております。 

 もう１つは、学生の自主的な活動が非常に活発でござい

ます。自主ゼミみたいなものがたくさん開かれており、そ

れを消化する学生のスタッフというのも入ったりしてお

ります。 

 その一端を申しますと、１つは、今、新しくお配りしま

した『公共空間』という雑誌がありますが、これは一応、

私共が出しているようなところもありますが、私も挨拶文

とかを書いたこともありますが、この雑誌の編集委員会が

やっているということでございます。白川先生にもご投稿

いただいておりますが、この中身はほとんど学生が編集を

し、私の方で最後にチェックをするというぐらいのもので

ございます。これはなかなか大変な作業で、取材、即ち、

インタビューに始まり、雑誌の校正から内容の問題まで、

すべて彼らがやっております。そういう意味で、非常に形

になる成果と言うことができます。 

 もう１点の代表的な自主的な活動としては、学生同士で

は合宿と称しておりますが、11月の下旬に開催されました。

元々は、立命館大学と京都大学とで合同で主催する自主ゼ

ミの合宿を行っていたものです。それはかなり専門的なも

ので、昨日、学生からワンセット貰ってきましたので、今、

回覧しますが、本学を修了して現に霞が関に勤めている役

人もそれに参加して、色々な形の分科会を開いて検討する

ということでございます。自主的な活動に大学が経費をそ

のまま投入することはできませんので、先生方のところに

は多分、寄附のお願いをしているところでございますが、

立命館大学からもお金が出ております。更に、今年は東京

大学の公共政策大学院にも声をかけましたら、４～５人の

院生が来てくれたとのことで、そういう意味ではかなり活

発な活動を行っています。一番後ろのほうには、その結果

の紹介がしてありますが、立命館が数人のほかはすべて京

都大学の公共政策大学院の学生がやっているところでご

ざいます。こちらから回覧しますので、ご確認いただけれ

ばと思います。 

 このように、自主的な活動を非常に展開し、かつ我々と

しても先程の『公共空間』については、ＰＲ活動も含めた

ものですので、私共も財政支援をするとともに、年に２回

発行しています。次の号も間もなく出るところです。そう

いう形で、その企画立案や共同作業の大切さを実地に学ぶ

ことをやっております。 

 もう１点、これも支援、協力の問題ですが、全国に政策

系の大学院は 70 余りあります。専門職大学院になります

と７つですが、実は、科学研究費の申請をする場合に、政

策研究といっているような申請区分がありません。したが

って、法学の方でアプライするか政治学でアプライするか。

中間のいわば政策というものが特にございません。同志社

大学でも政策というところに学生は来ないし、院生も来な

い。それでは困るというので、自主的な政策研究ネットワ

ークという学会の連合体みたいなものがあって、そこで話

し合いが持たれて、文部科学省や日本学術振興会に、新た

に政策研究という区分を設けて欲しいという要望書を届

けることになっております。立ち上がったばかりのもので、

日もまだ浅いものですからどういうふうになるかわかり

ませんが、いろいろな機会を利用して我々のプレゼンスを

高め、できるだけ協力をいただきたいというふうに今後も

努力して参りたいと存じます。 

 概要につきましては、少し長くなりましたが、この程度

にしておきます。次は、入学試験の関係を鈴木主任よりお

願いします。 

 鈴木入試主任鈴木入試主任鈴木入試主任鈴木入試主任 私から、入試関係のご報告をさせていた
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だきます。 

 まず資料ですが、資料 12 が、ここ１～２年の入試の結

果のご報告です。他には資料 15 は、公共政策大学院学生

募集要項、これは一般向けと職業人選抜に関しての入試要

項です。もう１つが資料16、これは特別選抜枠で、外国人

の選抜試験に関する要項です。 

 まず最初に、公共政策大学院を希望されている方の関係

ですが、我々が求めるものは基本的に４つほどで、基礎的

な学力とか、大学院に耐え得る専門的な知識、それと英語

力、これは口述試験で主に試されるものであります。人間

性とか、協調性、将来に対する職業観などを学生に尋ねて、

それを確認する場として口述試験を行いますが、その前に

筆答試験を用意しています。筆答試験で学生を絞って、そ

こで選抜された者に口述試験を課す。一般入試の場合は９

月中旬に筆答試験を行い、10月中旬に口述試験を行いまし

た。職業人と外国人に対して、22年度の場合に１月下旬と

２月の中旬に、それぞれ筆答・口述試験を行うことになっ

ております。 

 次に、ここ１～２年の傾向ですが、今年度は資料 12 を

ご覧ください。志願者数が 159 名、これは一般選抜です。

昨年度と比べて 21 人増で、その中から口述試験を課した

者が70名、最終的には合格が34名で、倍率が4.7倍、合

格最高点が275.5、合格最低点が247.0となっております。

最低点に関しては昨年度と比べて 10％ほど上昇しており

ます。今年は門戸がちょっと狭かったということに結果的

になりましたが、それ相応の質の高い学生を獲得すること

ができました。 

 その内訳ですが、一般選抜合格者 34 名の内訳です。京

大卒が 17 名。17 名のうちの学部割りですと、法学部 13

名、経済２名、文学部２名、他大学の国公立は合わせて９

名です。大学別の内訳は、東大３名、阪大１名、熊本大１

名、東京外大１名、東工大１名、横浜国立大学１名、首都

大学１名で、私立大学では、早稲田が３名、慶應２名、中

央２名という傾向で、名だたる大学から学生を獲得してい

る状況になっております。 

 次に、職業人選抜ですが、一昨日締め切りましたが、今

年度は昨年度と同じ16名の応募がありました。昨年度は、

そのうち 13名に口述を課し、最終の合格者が 12名です。

同時に外国人特別選抜も行われましたが、昨年度は 13 名

の応募のうち５名の合格者。今年度は、ただいまの情報に

よりますと 11 名の応募になっております。この中から職

業人選抜、外国人選抜合わせて 10 名程度の入学を期待し

ております。一般選抜の募集枠が 30 名ですので、合わせ

て40名を確保するということになります。 

 将来の就職進路のことなどもありますが、研究方針のし

っかりした学生が入っておりますので、それなりの進路先

が期待できるものと思っております。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 それでは最後になりますが、教務関係及び

進路状況につきましてお願いいたします。 

 菊谷教務委員会主任菊谷教務委員会主任菊谷教務委員会主任菊谷教務委員会主任 それでは、説明させていただきま

す。 

 まず、教務関係で重要なことは、カリキュラムの見直し

であります。これはある程度定期的に行っておりますが、

前々回の指摘事項を踏まえて、科目等の重複を再考して、

20年度に開講科目を大幅に見直しました。廃止科目がトー

タルで９科目、新規開講科目がトータルで８科目ですので、

入れ替えがかなりが積極的に行われました。 

 今年度も、科目の需要等を考慮して、カリキュラムを見

直しました。21年度に新たに開講した科目が、展開科目で

合わせて９科目、廃止した科目は９科目です。個々の細か

い科目名を申し上げませんが、これが基本的なところです。 

 前回ご指摘いただいたカリキュラム、科目編成、リサー

チ・ペーパー、インターンシップ、進路指導と進路状況と

いう事柄について、今からそれぞれご説明申し上げます。 

 まず、カリキュラム関係では、新規科目についてのご指

摘です。倫理観を養う授業科目、公務員倫理、国家公務員

の志を身につけさせるような科目があればよいのでは、と

いうご指摘がありました。この点については、公務員倫理

という科目やリーダシップ論という科目が考えられます。

公務員倫理についてはさておき、リーダシップ論に関して

は、経営管理大学院でリーダシップ論という科目が開講さ

れておりますので、この科目を共通科目とすれば、これで

対処ができるものと考えています。 

  次に、公共政策大学院の開講科目の中に○○政策とつく

科目と、つかない科目がありますが、それらを区別する基

準は何か、「政策」の位置づけはどんなものかというご指

摘がございました。これについてお答えしますと、基本的

には、「政策」と付くか付かないかは教える側のスタンス

の違い、あるいは強調度合いの違いということ、つまり相

対的な比重の問題であって、客観的な基準というものがあ

るわけではありません。例えば「産業政策」という場合は、

その内容について共通の一般的な理解がございますが、開

講科目の中の○○政策という場合の多くは、そのようなも

のと違って、先生が教えるときのスタンスの置き方、ある

いは理論面よりも、相対的に政策面に比重を置くというく

らいの意味合いで用いられています。これがわかりにくい

ということであれば、もう少し客観的な、基準を検討した

方がよいかもしれません。来年度に向け、全学的にシラバ
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スの記載の仕方について標準モデルが作成されておりま

すので、そういう統一的な観点から、わかりやすい表現に

改めた方が良いかもしれません。 

 第３に、展開科目、事例研究科目に、最近、実際に政府

が取り上げている政策課題を設定してはどうかというご

提案についてです。これは既に実際に行っている授業があ

ります。そこで、それが判るように、シラバスに、例えば

昨年度はこういうものを取り上げました、という形で、は

っきりと記載すれば、内容がより具体的に伝わります。シ

ラバスの充実にも繋がりますので、そのように工夫してい

きたいと考えております。 

 ４番目は、通年で教える授業、つまり前期Ⅰ、後期Ⅱと

いうタイプの授業を検討してはどうかというご指摘につ

いてです。実は、現にそういうふうに開講している科目が

ないわけではありません。ただし、基本的にこれまで前期

と後期で、完全に分けて科目を組み立ててきましたので、

通年科目というものの活用がそれほど強くはなかったの

は確かです。したがって、それにふさわしい科目がもしあ

れば、今後、工夫していきたいと思います。 

 ５番目は、協働、すなわちチームワークを目的としたプ

ログラムもつくっては、というご提案についてです。これ

も、実際にやってみた授業があるのですが、半期という時

間的制約の中で、まず教員が説明して、グループ分けし、

グループ内での討論を行ってテーマ設定をし、それから調

査、まとめ、発表という一連の作業を行うことは時間的に

難しいということでした。ただ、先程の通年制科目という

形式も、そういう場合にはひょっとしたら有効かもしれな

い。いずれにしても、半期で今のようなことをするのはな

かなか難しいという面が実際に実行してみて分かったと

いうことです。 

 ６番目は、非常に少数の受講者の科目があるという点に

ついてです。我々は非常に小世帯ですので、法科大学院、

経営管理大学院、経済学研究科と共通の科目というものが

あることに関係します。このような共通科目として設定さ

れている場合は、たとえ学生は少人数であっても、他大学

院からの受講者は割と多いということもありますし、逆に

他大学院が担当する科目の場合、そちらの学生が多く、こ

ちらの学生が少ないということもございます。本当にトー

タルで受講者が少ない場合は問題ですが、実際には必ずし

もそうではありませんでした。ただ、本当にトータルで少

ないというのでは費用対効果の面では問題なので、引き続

き受講状況を見守りたいと思います。もちろん科目の入れ

替えは定期的に行っていますので、状況を見ながら判断し

ていきたいと考えております。 

 ７番目は、リサーチ・ペーパーについてです。リサーチ・

ペーパーの質の向上を図るという課題に関しては、昨年度

からリサーチ・ペーパーの報告会を公開の場で行っていま

す。この報告会には、審査員以外の先生方も来られるし、

学生もたくさん来ます。したがって、発表者の報告スキル

の向上も期待できると同時に、審査の公平性という点も担

保できますし、次年度にリサーチ・ペーパーを作成する予

定の学生への参考にもなります。 

 また、リサーチ・ペーパーのホームページ上での公開と

いうことも考える必要がございます。一昨年、昨年ともリ

サーチ・ペーパーを一冊の本に纏めたのですが、それだけ

ですと一般への公開あるいは一般への還元ということが

難しいので、できればホームページに掲載したいと思って

おります。けれども、ホームページを担当する「情報担当」

の専任教員がおりませんので、すぐには動けないのが実情

です。今後は、執筆した学生にも呼びかけて、研究者のワ

ーキングペーパーがホームページで読めますように、それ

と似た形で掲載したいと思っております。 

  ８番目は、インターンシップについてです。これまでも

インターンシップ後の発表会では、人事院に教員の旅費は

負担していただいていたのですが、今年度から学生の旅費

も併せて負担していただくようになりました。その際の宿

泊に関しては、代々木ユースホステルも人事院に斡旋して

もらって、７名の利用者がありました。そういう点では昨

年度から比べて拡充はしております。 

 また、民間でのインターンシップの実施という点につい

ては、内規で、派遣先が基本的には「公共的な職場」に限

られています。民間でも公共的な職種であればインターン

シップの対象となるということです。しかし、これまでそ

ちらには実績がありません。 

 今年度は、これまでの霞が関インターンシップのほかに、

三重県議会事務局にも２名が行っております。これは資料

の 15 です。資料７には今年度のリサーチ・ペーパー登録

状況、資料の８にはインターンシップの状況が載っており

ます。民間に関しても、公的な職種にチャンスがあれば、

積極的に参加させたいと思っております。 

 ９番目は、学生と自治体職員との共同研究の実施という

ご提案についてです。共同研究そのものではありませんが、

昨年度、総長裁量経費で、地域再生・活性化政策の比較予

備調査について、学生自身が、各地方自治体を訪問して実

態を調べたということがありました。学生が自治体と接点

を持つという点では、そういう実績を上げました。ただ、

昨年度は総長裁量経費の獲得に成功したものの、今年度は

予備調査から進んで本調査を要求したところ、これが不採
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択となっております。 

 次は、資料９ですが、修了後の進路について、国家公務

員は必ずしも多くはないということに関連して、進路指導

で、国家公務員を志す者が増えるような工夫はあるのかと

いうご指摘がありました。これに対しては、若手官僚によ

る「霞が関特別講演」を、公共政策大学院と人事院との共

催という形で、学部生と院生を対象として積極的に広報し

た結果、受講者は飛躍的に増えたという実績がございます。 

 それから、人事院主催の「霞が関インターンシップ」を

積極的に広報した結果、参加者がだいぶ増えたということ

があります。教員も、東京でのインターンシップ発表会に

参加して成果を確認するということをしております。 

 最後に、京都にある地をもっと活かしてはどうかという

ご提案についてです。これを具体的にどうするのかという

のは難しい問題です。ただ、入学者について見ますと、21

年度、22年度とも、半数が京大出身者であるということで

す。他大学出身者を多いと見るか少ないと見るかが問題で

す。他大学出身者を地域別で見ますと平成 22 年度は、東

京が14、大阪、横浜、熊本が１。それから、前年の21年

度は東京７、北海道２、九州１、名古屋１、大阪１、京都

市３、西宮１ということで、東京が多いわけです。もちろ

ん日本全国広くから学生を確保できれば一番望ましいの

ですが、東京を除いては、まだ不十分という状況です。こ

れに対する具体的な方策というものは、いまだアイデアが

不足しているとういのが現状です。以上です。 

 大石部長大石部長大石部長大石部長 追跡調査みたいな話がありましたが、それは、

こういう形で『報告書』にまとめて本部に提出いたしまし

た。一定の書式のもとに本部がまとめておりますので、こ

れは回覧していただければ幸いです。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長  では、しばらく休憩いたします。 

 

     （休 憩） 

 

  中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 今まで説明をしていただきましたが、説明

を含めて、何かご意見がありましたらお願いしたいと思い

ます。 

西川西川西川西川委員委員委員委員 場違いの話を申し上げますが、それはお許し

ください。 

 １つは、京都大学というのは就職とか現実的なことです

ね。学生の将来のことですので、そういうことに割合無頓

着というと言葉が悪くなるかもしれませんが、余り意識し

ない学校ではないかとかねがね思っているのです。東京に

ある大学に比べると、それは弱いと思います。したがいま

して、それを組織的にも、また先生方の意識をもっと強く

持たれて、かつ何か支援をされる方が良いのではないかと

思います。 

 もう１つは、研究あるいは学問と現場という結びつきを

さらに強める努力はまだまだできると思いますし、我々も

協力しますので、そういった分野を開拓して、学生の学問

と現場の具体的なものが結びつくような、空理空論を展開

されずに行っていただくとありがたいと思います。 

 ３つ目は同じく現場です。今、政権交代がありましたが、

政治の新しい動き、そういうダイナミックなことでなくて

も、日々のことについて間接的な空気というか、間接的な

理解になりがちだと思いますので、何としても、少し離れ

ていても悪いことは決してないと思いますが、しかし離れ

てはいないのだというそういうシステム、やり方を様々工

夫してやることがいいのだろうと思います。 

 ４点目ですが、私は、ほかの大学院でお話を申し上げる

機会があるのですが、スタンダードなるものが少ないので、

何をお話しして良いか解らないながら話していることが

あります。大体こんな話をしないといけないというリクエ

ストに応えたものですが、恐らくどの先生も同じかなとい

う感じがいたします。教育のスタンダードと、それ以外の

応用編とを少し区別していただいて、学生たちが、これは

スタンダード、これは応用編と理解できるような、こうい

うものが要るのかなと考えております。その点では京都大

学本体はもちろんしっかりしたものがありますので、そう

いうものとの連携というのでしょうか、関係というのがも

っと十分にできるのかなと思いながら私はお話しを聞い

ていて感じました。４点、申し上げました。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 何かご説明いただくことがあれば。 

 大石部長大石部長大石部長大石部長 私から全般的なことを申し上げます。確かに

教員の方では、学生の就職に対して無関心というのは伝統

的なものであります。学生が自ら見つけてきて、開拓をし

ているところがありまして、それに安寧しているところが

あるのかも知れません。ただ、最近の傾向がありますから、

また、おっしゃるような傾向がありますので、私共として

も積極的に情報を発信してきております。その面で一番役

割を担っていただいているのが実務家の先生でございま

す。私の場合、幾ら色々言ってもなかなか聞かないところ

は、佐伯先生あたりに言っていただくと学生はよく聞くの

です。実技指導は私共が引き受けて、進路指導は実務家の

先生方にお願いする、その区分けを行って、もう少し活用

していきたいと思っております。現場と学問との結びつき

に関しては、おっしゃるとおりでございます。私共も、ど

ういう経費が取れるかという問題もさることながら、積極

的にこちらからプランを設定して申し上げようというこ
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とも考えたいと思っております。 

 東京との距離というのはなかなか難しいところでして、

東京の近くにいることがメリットなのかデメリットなの

か、少し距離が離れているところがいいのかというのは判

断が難しいところでございますが、余り色々な変動があり

ますと、確かにご指摘のとおり、少し近くでアクセスして

観測できるような場面を創れればと思っております。全く

個人的なことですが、私は学部の学生には、後期の試験が

終わった２月ごろに国立オリンピック記念青少年総合セ

ンターで泊まらせて、翌日に衆議院の事務局、法制局、そ

の午後に内閣法制局、その後に最高裁まで行きまして、一

日に３箇所回るのですが、内閣法制局だと昔は多分信じら

れないでしょうが、審査風景をちゃんと見せてくれまして、

学生だという安心感があるのか、質疑もする。最高裁では

実際に、例えば最高裁判事あるいは上席調査官とも懇談を

する場を設けてくれます。現場を見て、進路を変えた学生

もいるのです。そういう場が本当は公共政策大学院の学生

にあるといいなというのは前々から思っているわけです

が、さて、そのための経済的な手当をどうするかというの

が悩みどころであることは確かです。ただ、おっしゃると

おりですので、何とかその方向での努力を更にしていきた

いと思っております。 

 菊谷教菊谷教菊谷教菊谷教務委員会主任務委員会主任務委員会主任務委員会主任 １つ、最初にご指摘があった就職

のサポートについてですが、先程言い忘れたのですが、修

了生の追跡調査の必要があって、今、これが行われている

ところです。また、ちょうど同窓会が発足しましたので、

同窓会を通じてそういう調査を行うと同時に、ＯＢから現

役へという情報がうまく発信されれば、それ自身が就職へ

のサポートとなりえます。生の声を聞いて判断できるとい

うメリットもあります。同窓会は発足したばかりなので、

歴史が新しいのですが、今後その資産が蓄積されていけば、

益々それが活用できるのではないかと期待しています。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 今の話に関して、人事院では、公共政策大

学院の修了者を平成 18 年から受入れています。各省庁で

は、公共政策大学院の修了者をどう評価しているのかと思

って、人事院に、全部の省庁にヒアリングをやって貰った

ところ、４年制大学とそんなに変わらないという評価をし

ている省が殆どでした。１つか２つの省庁は、確かに特別

な訓練を受けているという評価をしている省庁もありま

すが、２～３年のところではそういう感じです。 

 評価してくれた人達と意見交換しましたが、公共政策大

学院で教えたことが、そこで身につけたことがすぐに実務

に役に立つということは良いことですが、そこで学んだ、

あるいは自分の身につけたものが本当に役に立ってくる

というのはもう少し時間が経ってからの方がいいのでは

ないか、むしろそういうものじゃないかという意見もあり

ました。私の意見としては、公共政策大学院を修了して官

庁に就職した人については、２～３年経ったところ、また

10年とか15年経ったところ、２回ぐらい調査をしたらど

うか。中央官庁に就職した人については人事院にやって欲

しいと言えば、やってくれると思います。それ以外のとこ

ろに就職した人達に対しては、そういうフォローを大学院

としてやられたらどうかという感じがします。そうすると、

ヒアリングの結果がカリキュラムの編成とか教育の仕方

とかにフィードバックできる可能性があるように思いま

す。中央官庁に対し、人事院がヒアリングした結果をまと

めて保管されているので、もし必要だったら後でコピーを

送っていただいても良いと思いますが、そういう感じです。

したがって、どういうことを教えるかということは非常に

難しいですね。 

 中村委員中村委員中村委員中村委員 今、中島先生が言われたことは一番基本的な

ポイントで、４年の学部からすぐ入って来た人と公共政策

大学院を出て入ってきた人とは違うのだという位置づけ

が一番基本的な問題だと思うのです。短期的な結果を即断

するのではなくて、少し中期的な中で判断をして欲しいと

いうのは極めて重要な点です。公共政策大学院側も、如何

にして評価の良い学生を送り出すかが原点だろうと思う

のです。実務を知っているのもプラスになるでしょうし、

総合的な判断力が備わった、即ち、今の縦割りの学部に分

かれた教育から、公共政策総合大学院、敢えて、総合とい

う言葉を使いましたが、そこでマルチディシプリナリーと

いうか、縦割りの枠を超えた、そういう視点をきっちりと

身につけた人材の育成ということです。公共の部門、パブ

リックなことに携わりたいという最初の動機を如何にし

て実現するかが重要で、色々な側面があると思いますが、

カリキュラムもそうですし、学生の指導をされるときにも、

まず原点に返ってみることです。公共政策大学院も３年目

を迎えられて、これからは、中・長期的な位置づけと公共

政策大学院全体に共通の位置づけ、第２に、京大の公共政

策大学院のセールスポイントを検討する時期に来ている

と思います。具体的には、経済学部からもう少しというお

話もあるやに聞いていますが、理系でも最近は都市計画を

どうするとか、人文系でもいわゆるパブリックアーツをこ

れから自分は一生やりたいという人などもいる訳で、法学

部を超えたオール京大の学際的な公共政策大学院という

のを志向されるともう少し幅が広がり、それを京大の公共

政策大学院の売り物にされたらどうか、という気がいたし

ます。他にも申し上げたいことがありますが、とりあえず
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発言させていただきました。 

 永久委員永久委員永久委員永久委員 この 11 月に、ずっと官僚の方々と議論する

機会があり、事業仕分けをしていたのですが、そのときに

発見したことが２つありました。 

 １つは、官僚の皆さんは、勿論個人差はすごくあるので

すが、一般的にプレゼン能力が乏しいというか、我々民間

の立場から言うと、余りうまくできていないプレゼンでし

た。そうしたプレゼン能力がこれからどんどん必要になっ

てくると思いますので、今、売り物をどうするのだという

話になったときに、プレゼン能力の強化というのが１つ重

要なのかなと思います。 

 ２つ目は、それにかかわることですが、彼らのお話、も

ちろん私が担当したのは特に科学的なものと余り関係な

かったところもあるのですが、科学的な方法論的な話が余

り得意じゃないというか、社会科学的な方法論的な形で物

事を説明しないのですね。別の言い方をすると、きっちり

とした実証データに基づいた議論はしないのです。我々会

社でシンクタンク部門で採用する人というのは基本的に

大学院で博士課程を修了した人しか採用しませんが、統計

学とか、方法論をきっちりと身につけた人を採ります。そ

うしませんと、政策の分析とか、提案とか、なかなかでき

ないというのが実態です。ただ、それだけできても困りま

すので、もう少し幅の広い知識あるいは教養などが必要な

わけですが、そうした１つのメソドロジィを持った人が必

要なのではないか。それを１つの売り物にするというのも

１つの策なのかなと思います。 

 小野委員小野委員小野委員小野委員 今までの行政官がプレゼン能力に乏しいと

いうのは、今まで国民に対して説明するということを役所

自体がやってこなかったんですね。国会の答弁か、あるい

は財務省への予算説明か、いずれも行政の中での議論を主

としてやっているので、緊急に厳しい質問があったときに

何だか訳が解らなくなってしまう。それはやっぱり役所の

側が変わらなきゃいけないし、政権交代で行政のあり方が

変わってきているので、国民目線で何が必要なのか、何を

投入しなきゃいけないのか、しかも今までの説明というの

は、大蔵省がいて、去年までこういうことをやってきた、

今年はこれをプラスするのだという、今までの関連の中で

議論し過ぎていると思うのです。例えば、国の高級官僚の

人達が地方に行くとか、あるいは色々な組織と交渉すると

か、行政官の中だけで完結するものとか、これは本当に口

先の説明で何とか通ってしまうところとそうでないとこ

ろ、国民目線だと本当に観点が違うんじゃないかと。そこ

をきちんと説明できていないというのが多分あると思い

ます。だから、公共政策大学院ではそういうことを教える

ポイントにされたり、あるいは政策のプレゼンの仕方を教

えるということが必要だと私は思います。 

 非常に厳しい組織としょっちゅう交渉している方は、す

ぐ答えなきゃいけないから、かなり訓練されています。国

会の場でも、今までは国会で逆にある程度鍛えられていた

のです。ただ、それは質問通告があり、大体内容が解って

いることに対して答えるということだった訳です。何を聞

かれるか解らないことに対して瞬時に答えるというのは

非常に行政官側に困難な面があったと思います。 

 もう１つは、今まで、本当は言いたいのだけれども、言

えないというのが多分あって、それがちょっともどかしさ

があるのかなと。特に今回、政権交代して、役所のあり方

なり、行政のあり方が大きく問われている中で、公共政策

大学院は何を目指すか、これは非常に新しい課題だと思う

んです。この政権交代で１つ心配しているのは、何となく

行政官というのは悪の集まりだ、悪代官の集まりなんだと

思われているようなので、それは違うんだと。実際の現実

は違うんです。それは行政官がきちっと説明しなきゃいけ

ない。今、新しい政権になって少し心配なのは、今のまま

やっていると、優秀な人が役人を目指そうという気持ちを

失ってしまう危険性があると思います。ここは役人の側も

きちんと反論しなきゃいけないし、学者の先生方も反論す

べだと思うのです、特に公共政策の。政治家の方々はどう

しても国民の耳にやさしいことを言おうとするので、そう

ではなくて、15年先、20年先に日本をどう創っていくか

ということが行政官には必要だと思うので、そのための議

論をもっとしっかりしなきゃいけないのかなと思います。 

 永久委員永久委員永久委員永久委員 １つのご提案として、インターンとかゲスト

スピーカーの方というのが、今、資料を拝見したところ、

政策の供給者の方が相当いるというか、そういう感じがす

るんですね。政策の受け手というか、そうした側からの視

線というのがちょっと乏しいのかな。その意味において、

去年、私、民間へのインターンということをご提案させて

いただきましたが、ゲストスピーカーとかも含めて、両方

必要だと思います。そうしたところへもちょっと新しい方

法というものを取り入れられたらどうかなと思います。 

 中村委員中村委員中村委員中村委員 ちょっと気になった表現としては、クラスタ

ーの分類で、行政間、行政組織間の交渉術ということがか

なり重点的に打ち出されていますが、趣旨は判るものの３

本柱の１つとして適当であるがどうかです。言葉の問題で

すが、特に「術」ということが気になったので、指摘させ

ていただきました。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 この資料にあります自己点検・評価報告書

の 11 頁、左側の列ですが、上から６行目あたりに、これ
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は研究者と同じような完璧で基盤的な思考、歴史的背景と

いうものを考慮しつつ事象を考察する態度や高い倫理観

と豊かな人間性を基礎にした自由かつ合理的な挑戦的精

神等をも修得することができるよう配慮したものである、

書いてあって、それから７頁の下方、右側の上から８行目

ぐらいに、ただし、理科系を含めた他学部出身者の入学に

関して障壁を設ける趣旨でないことはもちろんである、と

書かれてある。その上の方に入試科目がずっと並んでいる

が、この入試科目から言うとやっぱり配慮が足りないので

はないか。 

 先生方が非常に考え決定された科目なので簡単にどう

こういうことは申しませんが、東大の教授から熊本県知事

になった蒲島さんという方がおられます。この人が座談会

でおっしゃっていたのは、当人は熊本県の農協に勤めてお

られて、そこからアメリカのネブラスカ大学の農学の大学

院にチャレンジされた。ところがノーだった。ノーだった

が、どうしても勉強したいのでそこで頑張って、何日かそ

こに居座っていたら、学部の教授の中に、あれだけ蒲島が

頑張っているんだから仮入学させたらどうだと言って、仮

入学させて貰って勉強されたら、彼は高い評価を得て、大

学院をいい成績で修了することができた。そこでネブラス

カ大学ではなく、ウイスコンシン大学の博士課程の方に進

もうと思った。そこのチャレンジだと。同時に、若いとき

に考えていた、俺は政治家になりたいという気持ちがあっ

たから、ハーバード大学のケネディスクールにもチャレン

ジした。そちらも合格した。ところが、ウイスコンシン大

学の農学の大学院の責任者が何回も電話をしてきて、蒲島、

俺のところに来い、俺のところに来いと言われて、ぐらつ

いたということを話ておられた。 

 したがって、この報告書に書いてあるように、客観的で

複眼的な思考というものを大切に育てていきたい。という

意識も持っておられるのだから、もう少し他学部の入学者

があってもいいのではないか。先程、文学部の人が 22 年

度の入学予定者の中に２人いるという話でしたが、東大の

公共政策大学院は100人の定員で、その中でとにかく法学

部、経済学部出身者はどれ位いるのだと聞いたら、非常に

バラエティに富んでいる。だから、文学部の方も入ってい

ただけばいいし、農学部の人も理学部の人も入っていただ

けばいいと思うので、もしも可能だったら、蒲島さんがお

話しになったように、試験的に仮に入学させてみようとい

うことが設けられるととおもしろいなという気がします。 

 菊谷教務委員会主任菊谷教務委員会主任菊谷教務委員会主任菊谷教務委員会主任 仮入学というのはちょっと置い

ておいて、合格者のバラエティですね。それは徐々に向上

しつつあります。文学部出身者というのもございましたし、

今年度の場合、医学部、教育学部、人間科学、理工学部と

いうのが各１名ずつぐらい出て参りました。これは前進で

す。受験科目のほうも非常に経済、法学、政治に偏りがち

のように思われますが、実際、試験問題について言えば、

比較的平易というか、それほど法・経者向けのようなもの

ではなくて、一般教養レベル的なものに配慮しております。

その結果、他学部の学生たちが合格できたということであ

ろうかと思います。今後とも、そういう面での努力は必要

であろうと思います。また仮入学という制度に関連して言

えば、特に外国人の方の場合、大学院に入る前に「研究生」

として、半年または１年を過ごすことがございます。それ

が一種の猶予期間となって、その後、入試を受けて入学し

ています。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 仮入学とかがあるのであれば、できるだけ

他の学部の方々が入り易いような能力検証をしていただ

いた方がいいのではないか、結論はそれだけです。 

 大石部長大石部長大石部長大石部長 文科省からのアンケートも来ていまして、そ

のアンケートの中で、文科省自身が、体験入学を実施する

ことという項目を挙げております。自分にマッチしている

かどうかを判定する機会を設けるべきだというのが文科

省からも出ていて、来週ぐらいに答えなければいけないの

ですが、そういうこともやろうと思えば、やれないことで

はないという含みを。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 検討対象にしていただきたいと思います。 

 佐伯教授佐伯教授佐伯教授佐伯教授 二、三、補足をさせていただきたいと思いま

す。まず、最初に出ました、現場の感覚をちゃんとつけさ

せることが大事だと。ご指摘のとおりでございます。現在

のメカニズムでは、１つは、ゲストスピーカーというのが

１つの手段かと思っております。実際の現場の人の話を聞

いて、座学ではなくて、現実の世界はこうなんだよという

のをできるだけ理解をしてもらうということでやってお

ります。 

 もう１つは、インターンシップというのは１つの大きな

機会だと考えております。先ほどからご議論がありますよ

うに、単位を認定する上で、今のシステムとしてはパブリ

ックな仕事の認定ということですが、実は一番最初は、イ

ンターンシップには単位を与えないで、とりあえず試行し

た段階では、民間企業にもインターンシップとして出した

らどうかと。そのときは単位認定は早いという声がありま

した。せっかく京都で行うのですから川島織物とか、更に

公務に実際につく人、したいと思う人は、むしろ学生か院

生時代に民間を経験した方が、いずれ霞が関に就職したら

公務をやるので、学生にはそっちの公だけではなくて、民

間の方に行かせる。あるいは単位が欲しいなら、民間でも
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パブリックな、例えば京都西陣の織物組合とか、そういう

ところへ行ったらというふうにエンカレッジはしました

が、彼ら自身、若干、京都という地理的な関係がありまし

た。東京の霞が関はどんなものか、とりあえず見たい、知

りたいという彼らの希望もありますが、できるだけ現場の

声をということで、引き続き努力をして参ります。 

 もう１つ考慮に入れていただきたいのは、社会人が混ざ

っております。今日の私の授業でも実際に社会人が、省庁

から２名と、もう１名、社会人がおりまして、学生同士は

結構仲がいいもので、レポートを纏めたりするときも、社

会人で実務経験がある人は、「そんなことを言うけど現実

はこうよ」という、ふれあいの場というのが結構ございま

すので、引き続き努力はして参りますが、そういう効果も

若干期待はできております。 

 それからもう１点、一番大事な、うちの売りはどうする

かですが、中島委員長ご指摘のとおり、１年目、２年目の

役所でコピー取りで使い走りしている段階では差は出な

いと思います。少なくとも総括補佐あたりで何かディシジ

ョンをちゃんとせないかんと。その時にコインの裏と表を

ちゃんと見れるようになれよ、あるいは前提を疑えと。本

当に労働力が不足するといわれるけど本当なのという、そ

の前提を疑えよというような、物事の本質をもう一回、も

う一つ掘り下げて物を考えるような人になれという形で

教えておりますので、７年、８年後ぐらいに是非検討して

いただいて、本当にそこで高めなきゃ我々は首をくくらな

いと怒られるのですが、やっぱりそこは私は差が出るとい

うふうに自負しておりますし、先生方皆そういう思いで努

力しておられると思います。もう一回ぜひ７～８年目ぐら

いに、公共政策大学院を修了してきた者と学部卒の者との

差が本当にないのかどうかというのは、私はそこら辺のと

ころでは差が出てくるはずだと思っております。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 人事院の課長にヒヤリングをしてもらっ

て、私といろいろ議論しているときに、その課長が同じこ

とを言っていました。大学の授業というか教育というのは、

先生のおっしゃるように、やっぱり 10 年ぐらいのところ

でもう一度評価してみなきゃわからないんじゃないかと

いうふうに。本当にそう思いますね。 

 永久委員永久委員永久委員永久委員 我々からすると感覚が随分違って、７年、８

年の間にいろんな変数が入るわけですね。ですから、２年

間、大学院の期間だけで、それが全部７～８年後に影響が

出て開花するかといったら、どうもそうではないでしょう

し、７年・８年待っているほど余裕があるのかという気も

どこかでしてですね、そういう違和感はあります。 

  真渕教授真渕教授真渕教授真渕教授 幾つか複数のものに関係するので２つほど

申し上げます。最初に西川先生から、現場と学問を結びつ

ける、あるいは新しい政治の動きに触れる、あるいはスタ

ンダードでプラス応用の問題はどうなんだというご指摘。

永久先生からは科学的方法論、方法論の分析、こういうご

指摘がございました。この点に関しまして、私は政策分析

の方法という授業を担当しております。ご覧いただくと、

たくさんの政策分野についての実体的な知識を提供する

科目を開いていますが、私が担当しているのは政策分析の

方法というものであります。つまり方法論についてを議論

する。例えば因果関係はそもそも何なんだ、因果関係はど

うすれば測定できるのか、これは政策分析にとって極めて

重要なものでありますが、多分、きちんと教えられること

は必ずしも多くないと思っております。そうしたことを教

える。そうすることで、言い方はちょっと挑発的な言い方

をしますが、マスメディア受けするような華やかな処方箋

ではなく、確実な処方箋を書ける技術を身につけるという

ことを私自身は心掛けております。そして、それぞれの分

野で学んだ実態的なデータの知識等をつけてもらえるよ

うにしたいと思っております。この辺りのことはとても学

部レベルでは行い得ないことであります。学部での理解で

はちょっと追いつかないなと思っておりますので、そこは

政策分析の方法というのを我々が定めるような講義をつ

くった理由の１つであるとご理解賜ればと思います。 

 ２番目ですが、プレゼン能力で、これは、永久委員から

ご指摘があり、小野先生からもそれに関連するご指摘がご

ざいました。実は、この大学院の１つの売りとして、英語

教育というのを打ち出したところがあります。いわゆる英

会話学校で話すのではなくて、ちゃんと書け、そしてプレ

ゼンができる教育ということで、イングリッシュプレゼン

テーションという授業を設けております。これは１つの売

りであろう考えておったのですが、うっかりしたことに、

ジャパンニーズプレゼンテーションの授業がないという

ことに、ついこの間、気がつきまして、これは適切な講師

を探さなければいけないなと思っておるんですが、その点

はきちっと対応しなければいけないと思いました。 

 以上でございます。 

 中村委員中村委員中村委員中村委員 今、ゲストスピーカーのお話があって、それ

から外部の講師ですね。中央省庁からの中堅の課長さん、

それから国際機関とかＪＩＣＡとか、そういうところの講

師はぜひ続けられたら良いと思います。それに加えて、ゲ

ストスピーカーと、それから講師の間ぐらいに、例えば今、

真渕先生が話されました、例えば国際機関の関係者とか、

国際的なシンクタンクの人とか、そういう人の話を聞く。

招聘すれば、皆さん、喜んで来てくれると思います。学生
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にとっては刺激にもなりますし、やっぱり日本のプレゼン

テーションとは違うんだということが判ると思います。パ

ブリックアトラージというか、大勢の人に向かって話しか

けることは、これから大事だと思うので、そういうものが

カリキュラムに入るかどうかです。外国ではパブリックス

ピーキングが大変重要な科目になっているので、そういう

ことも授業の中に、単位にまで直結するかどうかわかりま

せんが、組み入れられたら良いのではないかと思います。 

 飯尾委員飯尾委員飯尾委員飯尾委員 発言の機会がなくて遠慮していたのですが、

時間も終わってきましたので、まとめて話させていただく

と、公共政策大学院に対して４年制卒業者の比較について

中島先生のお話など色々な話が出ていました。これは二面

性があるような気がして、今お話しのように、すぐに役に

立つものでもないというのも、それはそれだろうという気

がします。もう１つは、役所が人の使い方として、若い人

はコピーを取り、それを見てだんだん伸びるというふうに

しか思っていない。ところが、恐らく役所も少しずつ変わ

ってこざるを得ないのではないかという気がしていて、そ

れぞれの能力で、いずれこのポストでも年次で昇進という

ことが、だんだん維持できなくなってきたときに、どうし

て生き残るかということですよね。教育するとともに、社

会に訴えかけて役所を変えていくということも必要では

ないか。先程、７～８年と言われたが、京都大学の公共政

策大学院を出た人は若いけれども、もう統括課長補佐が務

まるというまで行くかどうかですけど、そこのことが、刺

激的ですけど、積極的に攻めてみる価値があると思います。

今、永久先生は待てるかと言われたけれども、いろんな雰

囲気がある中で、そこを攻めてみるというのを積極的に考

えられてもいいんじゃないか。今、これまでの安定的世界

ではなくて、公務の世界も戦国乱世的になると新しい公務

員像みたいなものを公共政策大学院が訴えていく。そうす

ると、こんな仕事のやり方があるのか。若造だと思うけれ

ども、言われてやってみると、仕分けに出してくると、も

のすごく説明して、年寄りを出すよりいいと、こうなって

くると評価が上がってくる。やや手練も入るかもしれませ

んが、やってみる価値がある。この大学は、こつこつ授業

をされていて、内容的にかなりいろいろ工夫をしておられ

て、私も毎年来ているとだんだん言うことがなくなって困

るわけですけれども、幾らか安定した基盤を使って少し攻

めてみられるというのが１つかなというふうに思ってお

ります。 

 それから、この大学は比較的インターンシップとかゲス

トスピーカーとか頑張って努力しておられる方なのです。

これまで言ったことの上に更にひとつ考えるとすると、学

生に自由ではなくて、少し効果を見ながらちょっと誘導す

るというインターンシップも必要かなという気がします。

今日お話が出た、供給側じゃなくてユーザー側というのは

なかなか興味深いところで、よく福祉の現場とかがよいと

言われますが、特に最近流行りなんですけれども、そうい

うことも幾らか無理に組み込まないと、なかなか興味、関

心だけでは済まないところがある。そういう点で言うと、

２年間使って教育しておられるとなると、そこを計画して、

どこかの隙間に入れるということですね。授業があるため

に、普通の学期になかなか入れられないので、学期と学期

の隙間のところをどこか考える。しかし、これは世の中の

方が協力してくれないといけなくて、京都大学ぐらいにな

ると皆さん、名誉なことだから協力してくださるかなとい

う気もしますが、これもよほど安定的な関係をつくらない

と長続きしないので、すぐにどうこうせよというわけでは

ないが、お考えいただきたい。 

また、費用が持てるかという話を随分心配されているが、

法人化した今ですと、そういう費用を持とうということは

ちょっと大学としてお考えになってもいいのではないか。

京都大学ぐらい財政力がおありだと、そこのことをお考え

になってもいいのではないかという気がちょっとしてい

るし、逆に言うと、それに社会の支援を仰ぐ十分な理由が

あるような気がします。 

ゲストといっても、この人数だと、講演会もいいですけ

ど、授業の中でちょっと呼んでみてディスカッションして

みるというと世の中のことが解るし、その上に社会人の学

生がおられると、自分と違うところの方とやり合いなんか

しておられると随分皆勉強になる。形は兎も角、やり方、

コーディネートされるやり方も、先生は上手にやっておら

れる。今日は授業を拝見して、そういうことは今後深めて

いかれるもので、今やっておられことをベースに考えられ

ればいいんじゃないかなという気がしております。 

その上に合宿とか出ているのは大変結構なことでござ

いますので、それを支援していかれるとよろしいので、か

えって、東京から離れている分、意識的に吸収しようとい

うのはいいところではないか。東京にあると、いつでも触

れられるような感じがして、余りみんな熱心にやらないん

じゃないかという感じも少しはするものですから、そこは

京都で東京から離れているところを、むしろそこをとりあ

えずお使いになってはというか、第２のインターンとかゲ

ストに関係することです。 

 余りしゃべり過ぎるといけませんが、自己点検・評価は、

時々つくられるんですか。これは去年のものでございます

ね。 
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 大石部長大石部長大石部長大石部長 ２年に一度です。 

 飯尾委員飯尾委員飯尾委員飯尾委員 じゃ、２年に一度つくられるということです

が、私の感じで言うと、手間はかかるけど、こういうもの

は毎年つくられたほうが良いのではないか。同じようなも

ので、ルーティンで乗っていくように工夫されると、最初

はものすごく大変なんですよね。でも、全部纏めてするの

は手間がかかるので、その手間をどのように減らすかはお

考えいただいて、つくられた方が意外と恒常的にできるよ

うな気がします。 

認証評価というのも実はいい機会だと思いますが、あん

まり認証評価に合わせられなくてもよいのではないかと

いう気がしているんですね。認証評価は個性を出すといけ

ないので、優等生になっていると余りいいことがないんで

すね。先ほどちょっと危惧をしたのは、去年指摘されたこ

とがあって、全部答えられたんです。私どもは外から見て

いていろんな思いつきを述べておるので、そういう点で、

余り外の目でいろいろ言われるのを気にされるよりは、あ

る種の特徴がおありなので、思い切ってそれをされるのが

いいのではないか。来年、認証評価を受けられるというこ

とで、確かにいい点を取ったほうが評判がよろしくてよろ

しいわけですが、与えられた基準の中で、余り争おうとさ

れずに、これはこうだと説明される。先程だいぶ説明をさ

れて私なんかも新たなことを認識したことがあるもので

すから、そういう態度でされた方が。大体、認証評価で少々

悪い点をつけられても、京都大学からすると、認証してい

る方が大丈夫かということもあるので、そこは有利なお立

場をお持ちだから、思い切ってされた方が良いのではない

かというのが最後の付け足しでございます。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長  ありがとうございました。 

 小野委員小野委員小野委員小野委員 先程の、公共政策大学院を出た人も法学部を

出た人も余り変わらないとおっしゃった人のポストとい

うのは課長クラスの方ですか。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 それは秘書課長や人事課長ですね。 

 小野委員小野委員小野委員小野委員    人事課長だったら、直接その人の仕事の分野

を知らないで、間接情報を得ている。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長    それはそうです。現に使っている課長から

秘書課長がヒアリングして。 

 小野委員小野委員小野委員小野委員 これだけの中身をしっかりとやっていれば、

４年制の人と絶対違うと思うんです。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 違うという意味は例えて言うと、日常の業

務で違うから違うというのか、それとも本当に修羅場に来

たときに違う判断をして。 

 小野委員小野委員小野委員小野委員 補佐の優秀さと、課長の優秀さと、局長の優

秀さとは全然違うんですね。大体、だめなのは、係長のと

きの優秀さをずっと局長まで持っていく人なんです。枠組

みとしては、係長の優秀さも必要なんです。だけど、局長

となれば高い立場で判断しなきゃいけない。そこが違うん

です。カリキュラムを見ているとされていると思うし、そ

の人を直接使っている課長だとか、同じ課の課長が評価し

ていれば、かなり差が出ると思います。 

西川委員西川委員西川委員西川委員 もう１つだけ、教訓的に言いますと、１つは学

生の皆さんにトレーニングをすることがやっぱり必要で

す。ざっくばらんに、そういうことは可能かどうか。授業

がきついというか、大変だ、やっておれないぐらいのこと

は、やれるのかやれないのか。質的な問題かもしれません。

そういうのはひとつ試行錯誤あるいは仮説としてお考え

いただくのがいいかと思います。 

 もう１つは、さっき他の大学では学際的な話とありまし

たが、１つのテーマですね。例えば希望学とか、あるいは

総合長寿学とか、ふるさと学とか、文系と理系ですね。文

系がメインですが、理系が少し入ったような。ウエートが

こうなった次の課題ですね。これは資本主義とか社会主義

がなくなりまして、学問も何か根っこがなくなったもので

すから、根っこというか対立軸が。そういうような１つの

テーマを進めている大学が多いのですが、京都大学の学部

あるいは大学院なんかで何か大きなテーマというのは余

り聞いたことがないものですから、そういうことは何かお

考えになられたらどうか。 

 中島委員長中島委員長中島委員長中島委員長 ありがとうございました。 

 時間が来たので終わらせていただきますが、いろいろ難

しい分野のご発言がありましたので、読ませていただいて、

大学院でも改善にむけ努力をお願いしたい。どうもありが

とうございました。 
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資料資料資料資料２２２２    補足資料補足資料補足資料補足資料１１１１        

公共政策大学院公共政策大学院公共政策大学院公共政策大学院カリキュラム・ポリシーカリキュラム・ポリシーカリキュラム・ポリシーカリキュラム・ポリシー及及及及びディプロマ・ポリシーびディプロマ・ポリシーびディプロマ・ポリシーびディプロマ・ポリシー    

    
ＡＡＡＡ    教育課程編成教育課程編成教育課程編成教育課程編成・・・・実施実施実施実施のののの方針方針方針方針（（（（カリキュラム・ポリシーカリキュラム・ポリシーカリキュラム・ポリシーカリキュラム・ポリシー））））    

平成 21年 11月 19日 教育部教授会決定 

 
１．自主・独立の精神と批判的討議を重んずる本学の伝統を継承し、自由闊達な教育環境の下で、広い視

野と深い洞察力をもって公共的な役割を担う高度専門職業人を養成する。 

２．公共部門が直面している諸課題に適切に対応しうる的確な判断力と柔軟な思考力を、体系的な教育課

程を通して育成する。 

３．歴史的・原理的視野で社会的変化を考察する知的能力、多元的価値の中で公共的利益を判断する洞察

力、公共的利益を実現する仕組みを提示する制度設計能力、策定された政策・制度を効果的に運用する

実践能力、政策・制度を冷静に分析する評価能力を涵養する。 

 
 

ＢＢＢＢ    学位授与学位授与学位授与学位授与のののの方針方針方針方針（（（（ディプロマ・ポリシーディプロマ・ポリシーディプロマ・ポリシーディプロマ・ポリシー））））    
平成 21年 11月 19日 教育部教授会決定 

 
１．所定の年限を在学し、本公共政策大学院が定めた教育の目的及び理念に基づき設定した所定のカリキ

ュラムに従った教育を受けて、必修科目及び選択したクラスター科目の必要単位を含む所定の単位を修

得することが、学位授与の要件である。 

２．本公共政策大学院が定めた教育課程の下で、公共的な役割を担うのにふさわしい各種の能力を確かに

具備するようになったかどうかが、課程修了の重要な基準である。 

３．本公共政策大学院の教育目的及び理念に則って、優れた教養と深い専門的知見を備え、強い倫理的責

任感に満ちた高度専門職業人となることが、課程修了に際して考慮されるべき重要な点である。 

 

資料資料資料資料２２２２    補足資料補足資料補足資料補足資料２２２２    平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度    公共政策大学院公共政策大学院公共政策大学院公共政策大学院    ゲストスピーカーゲストスピーカーゲストスピーカーゲストスピーカー    一覧一覧一覧一覧 
所 属 機 関 等 氏 名 招聘責任者 実施日 授業科目等 

内閣官房地域活性化総合事務局 内閣参事官 酒匂 宗二 佐伯特別教授 H21.5.13 講義「通産政策」「省庁間関係」 

守山市直属事務監兼行財政改革担当理事 森中 高史 小西特別教授 H21.5.28 ＣＳ「地方行政分析」 

大阪府 総務部 副理事 中野 時浩 小西特別教授 H21.5.21 ＣＳ「地方行政分析」 

㈱先進知財総合研究所取締役社長 児玉 皓雄 佐伯特別教授 H21.6.3 講義「通商産業政策」 

在メキシコ日系マキラドーラ事務局長 前野 昌久 佐伯特別教授 H21.7.1 講義「省庁門関係」 

独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構 理事 柚原 一夫 佐伯特別教授 H21.7.8 講義「省庁門関係」 

社）共同通信社 デスク 広瀬 圭一 佐伯特別教授 H21.7.15 講義「省庁門関係」 

公認会計士 経済産業省政策評価委員 荒牧 知子 佐伯特別教授 H21.11.4 講義「省庁門関係」 

在メキシコ日系マキラドーラ事務局長    前野 昌久 佐伯特別教授 H21.11.4 ＣＳ「国際通商交渉」 

静岡県総務部行政改革室 室長 山口 重則 小西特別教授 H21.10.23 
ＣＳ「自治体の政策形成と 

人材育成」 

静岡県産業部理事（新産業集積担当） 

兼県民部理事（産学連携担当） 
吉林 章仁 小西特別教授 H21.10.30 

ＣＳ「自治体の政策形成 

と人材育成」 

全国市町村国際文化研修所学長 松永 邦男 小西特別教授 H21.11.12 
ＣＳ「自治体の政策形成と 

人材育成」 

京都府知事 山田 啓二 坪井客員教授 H21.7.25 
講義「メディアポリテックス」 

演題「地方分権の最近の動きについて

福岡県知事 麻生  渡 大石研究部長 H21.11.26 
特別講義 

演題「地方分権～その展望と課題」

    備考 ＣＳ：ケーススタディの略 
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資料資料資料資料２２２２    補足資料補足資料補足資料補足資料３３３３    学生学生学生学生からのからのからのからの要望事項一覧要望事項一覧要望事項一覧要望事項一覧 
 

 年月日 要    望 回    答 

1 H20.5.13 
自習室の開いている時間を増やしてほ

しい。 

検討後、7/18 付で平日は現行の午後９時３０

分を午後１１時４５分まで延長、土日祝日は

午後８時を午後１０時まで延長した。 

2 H20.5.13 

コピーカードを法学部図書館でも使用

できるようにしてほしい。ディスカッ

ションルームにコピー用紙を補充して

ほしい。 

経費等を含め、検討する。 

3 H20.5.20 

裁断機、パンチを購入してほしい。網

戸をつけてほしい。新聞を購入してほ

しい。 

裁断機、パンチは速やかに購入。その他は予

算の範囲内で検討する。 

4 H20.12.12 

電子掲示板、ブログを開設してほしい。

公共政策大学院前の掲示板を見に行く

のは不便。 

総合研究２号館の掲示板設置を検討する。そ

の後、平成２１年３月に設置された。 

5 H20.12.16 

電子レンジ、冷蔵庫、加湿器、プリン

ターを置いてほしい。附属図書館の生

協カードを支給してほしい。 

プリンターは平成２１年１月自習室に設置さ

れた。電子レンジと冷蔵庫は不可。加湿器と

生協カードは予算の範囲内で検討する。 

6 H20.1.30 

公共政策大学院ウェブ更新の改善とコ

ンテンツを充実してほしい。ホームペ

ージに関してのティーチング・アシス

タントを設置してほしい。 

提案に沿った形で運用を行う。ホームページ

は平成２１年５月にリニューアルされた。テ

ィーチング・アシスタントは平成２１年６月

から雇用された。 

7 H21.5.30 
仮眠室あるいは休憩室を設置してほし

い。 
予算やスペースの関係等で、設置は難しい。 

8 H21.5.31 
自習室、ディスカッションルームに網

戸をつけてほしい。 

予算の関係上、当面は難しいが環境が整えば、

改めて検討する。 

9 H21.6.20 
ディスカッションルームにホワイトボ

ードを置いてほしい。 
速やかに対処した。 

10 H21.6.22 自習室の席が利用できない。 
１人１席の利用であるかを調査し、利用希望

者には全員割り当てた。 

11 H21.6.22 
授業の提案（公共政策論は分割すれば

どうか等）。 カリキュラム編成の参考にする。 

12 H21.9.19 

学生が１つの課題に対し、政策提案を

行政機関へ行う授業ないし演習を作っ

てはどうか。 

カリキュラム編成の参考にする。 

13 H21.9.27 
説明会以外に、施設案内や授業見学の

機会を設けてはどうか。 

施設案内は、今年から説明会後に行う。授業

見学は検討する 

 

 

 

資料資料資料資料３３３３    

京都大学 公共政策大学院（公共政策連携研究部・公共政策教育部）ファクト

シート 
 
１．入試方法（一般、社会人、外国人） 

一般（募集人員３０名）、社会人（募集人員１０名）、外国人留学生（募集人員若干名）ともに、第 1

次試験（書類審査、筆記試験）、第 2次試験（面接試験）を行なっている。ただし、学業成績優秀者によ

っては筆記試験が免除される場合もある。 
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表表表表 1111    定員定員定員定員、、、、入学者数入学者数入学者数入学者数、、、、定員充足率定員充足率定員充足率定員充足率    

年 度 入学定員 入学者数 定員充足率 

２００６年度 ４０ ４６ １１５．０％ 

２００７年度 ４０ ４３ １０７．５％ 

２００８年度 ４０ ４６ １１５．０％ 

２００９年度 ４０ ４９ １２２．５％ 

 

２．カリキュラムの工夫、教育方法の工夫 
（１）他研究科の授業科目の履修、他大学との単位互換など 

８単位を上限に他研究科の科目を履修できる。 

 

（２）インターンシップなど 
主なインターンシップ先は、中央省庁、自治体などの評価担当部局、府県の地方課や基礎自治体の

市民参加担当部局、ＪＩＣＡ、国際交流基金、ＮＰＯ／ＮＧＯ等の公共的な色彩の強い職種・部署に

限せけている。 

インターンシップ終了後、所定の手続で申請すれば、教授会の決定によって２単位として認められ

る。 

 

（３）その他の工夫 
・学生ひとり一人に履修及び進路に関する指導教員（履修指導教員・進路指導教員）を配置して、履修・

進路決定上の相談に応ずる個別指導体制を組織的に設けている。 

・キャップ制（学期毎に１８単位、学年毎に３６単位）を導入することにより、体系的な履修環境を整

えている。 

・特定の能力を伸長させるクラスター科目群を３つ設け、１年時後期にその一つを選択させて、その科

目群より１２単位を選択必修としている。 

・リサーチペーパーを科目として認め、所定のアドバイザーの指導を受け、口頭試問を兼ねた公開の

発表会（いわゆる公聴会）での審査に合格した場合には６単位を与えている。 

なお、その成果を確認し、ペーパーの質を確保するために、毎年、『リサーチペーパー集』を作成し、

公表している（最新号は２００９年６月刊）。 

・事例研究科目においてタームペーパーの提出を認め、合格した場合には別に２単位を与えている。 

 

（４）教育の成果等の確認 
全科目について学生による授業評価を実施し、その結果を担当教員に知らせている。 

組織的対応については今後の課題である。修了生に対しアンケートを行っている。 

    

３．実務家教員の確保等 

（１）実務家教員数の状況 

表表表表２２２２    実務家教員実務家教員実務家教員実務家教員のののの専任教員専任教員専任教員専任教員にににに占占占占めるめるめるめる比率比率比率比率    

年 度 専任教員数 実務家教員数（内数） 比 率 

２００６年 １２人 ４人 ３３．３％ 

２００７年 １２人 ４人 ３３．３％ 

２００８年 １１人 ３人 ２７．３％ 

２００９年 １２人 ４人 ３３．３％ 

 

（２）実務家教員の主な担当科目 
2007 年度～09 年度の実務家教員（非常勤講師も含む）の担当科目としては、地方行政実務、立法

政策・技術、中央省庁政策評価、自治体間関係、都市・地域計画、国際金融政策、Contemporary Issues 1、

国際災害復興支援、外交政策、ケーススタディ NPO の理念と活動分析、メディア・ポリティックス、経済統計、

政策企画立案の技術、地方自治法制、国際災害緊急援助、政策評価・行政評価、中央銀行論、省庁間

関係、通商産業政策、金融政策、農林水産政策、文教科学政策、などがある。 

 

４．就職状況（公務員試験の受験状況を含む） 
・第一期生にあたる 2008 年 3 月の一般選抜修了生約２５名のうち、６名が中央省庁に、２名が自治体

に就職した。その他として、日本銀行、日本政策投資銀行等の半公的機関に４名、新聞社、商社等の

民間企業に１２名就職している。 
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・第二期生である２００９年３月の一般選抜修了生約２５名のうち、５名が中央省庁に、３名が自治体

に就職した。その他として、九州電力、かんぽ生命等の半公的機関に２名、新聞社、コンサルティン

グ等の民間会社に１１名就職している。 

・なお、公務員試験を念頭に置いた授業は、とくに行っていない。 

    

５．自己評価・認証評価への取り組み 
毎年秋ないし冬に、外部評価委員会を開催して外部評価を実施し、その結果を報告書として公表して

いる（平成 18年度～20年度については、2007年 3月、08年 3月、09年 3月にそれぞれ公表済み）。 

また、２年ごとに自己点検・評価書を作成・公表するものとしており、平成１８・１９年度を対象と

する『自己点検・評価報告書』（第１号）は、2008年 11月に作成・公表された。 

 

 

 

資料資料資料資料４４４４            公共政策大学院教務事項公共政策大学院教務事項公共政策大学院教務事項公共政策大学院教務事項にににに関関関関するするするする手引手引手引手引きききき（（（（平成平成平成平成 21212121 年度版年度版年度版年度版）））） 

 
このパンフレットは、公共政策大学院において講義を担当していただく先生方に、講義やその他の教務

事務を円滑に進めていただくために配布しております。 

内容についてのご質問などがございましたら、以下にお問い合わせください。 

 

⑴ 事務的なものについては  

法学研究科公共政策大学院掛 （TEL 075-753-3126 FAX 075-753-3104） 

法経本館 1 階中央エレベーター右手 

kyomu033@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp 

 

⑵ それ以外については 

菊谷達弥  kikutani@econ.kyoto-u.ac.jp （公共政策大学院准教授・教務主任） 

 

ⅠⅠⅠⅠ        平成平成平成平成２１２１２１２１年度公共政策大学院教務関係日程年度公共政策大学院教務関係日程年度公共政策大学院教務関係日程年度公共政策大学院教務関係日程    

日   程 学 事 事 項 

４月１日（水） 前期始まり 

４月７日（火） 履修指導（午前）・入学式（午後） 

４月８日（水） 前期授業開始 

４月９日（木） 健康診断 

４月１４日（火）～１７日（金） 前期履修登録 

６月１８日（木） 創立記念日（授業休止） 

７７７７月月月月１７１７１７１７日日日日（（（（金金金金））））    月曜日月曜日月曜日月曜日のののの振替授業振替授業振替授業振替授業    

７月２２日（水） 前期授業終了 

７月２３日（木）～８月３日（月） 前期開講科目試験 

８月４日（火） 追試験受験登録 

８月５日（水）・６日（木） 追試験 

８月７日（金）～９月３０日（水） 夏季休業 

８月３１日（月） 前期採点表提出期限 

９月１７日（木）・２４日（木） 前期成績発表 

９月２４日（木）～３０日（水） クラスター選択に関する履修指導 

９月３０日（水） 前期終わり 

日   程 学 事 事 項 

１０月 １日（木） 後期授業開始日 

１０月１日（木）・２日（金） （１回生）クラスター申請 

１０月８日（木）～１４日（水） 後期履修登録 

１１月２０日（金）・２４日（火） 通常授業（１１月祭期間中） 

１２月２２日（火） 冬季休業前授業終了 

１２月２４日（木）～１月３日（日） 冬季休業 

１１１１月月月月６６６６日日日日（（（（水水水水））））    月曜日月曜日月曜日月曜日のののの振替授業振替授業振替授業振替授業    

１月１５日（金）・１６日（土） 大学入試センター試験実施に伴う授業休止（予定） 

１月２７日（水） 後期授業終了 

１月２８日（木）～２月３日（水） 後期開講科目試験 

２月４日（木） 追試験受験登録 
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２月５日（金）  追試験 

２月２６日（金）  後期採点表提出期限 

３月１１日（木）  （２回生）後期成績発表 

３月１１日（木）  （２回生）クラスター科目申請 

３月１２日（金）・１５日（月）  （１回生）後期成績発表 

３月２３日（火）  学位授与式 

３月３１日（水）  後期終わり 

※公共政策論のみ再試験を行う。日程は別途定める。 

 

ⅡⅡⅡⅡ        授業等授業等授業等授業等についてについてについてについて    

    

１１１１．．．．休講休講休講休講・・・・補講補講補講補講などについてなどについてなどについてなどについて    

⑴ 授業時間数 

公共政策大学院では、２単位科目については１４回、４単位科目については２８回の授業を行うことを原則とし

ています。 

⑵ 休講 

休講される場合は、事務までお届けください。その際、可能な限り補講の予定日時を併せてお届けいただきます

ようお願いします。 

⑶ 補講 

補講については、月曜日から金曜日の５時限に設定することを原則とします。その他の時間を希望される場合は、

調整させていただきます。 

    

２２２２．．．．他専攻他専攻他専攻他専攻のののの学生等学生等学生等学生等によるによるによるによる受講受講受講受講についてについてについてについて    
本学の他研究科からの聴講を希望する学生は、可能な限り受け入れることにしておりますが、とくに下記の諸点に

ご注意ください。 

⑴ 法学研究科および経済学研究科の大学院プログラムの学生については、制度上、受け入れることになっておりま

す。 

⑵ その他の研究科からの聴講希望については、事務にご相談下さい。受け入れる場合は、事務に届けて登録をさせ、

希望科目の教員の許可を得たうえで、聴講を認めることになります。 

    

３３３３．．．．出席要件及出席要件及出席要件及出席要件及びびびび出席簿出席簿出席簿出席簿についてについてについてについて    
⑴ 出席要件を課す場合には、初回の授業で学生にご説明ください。 

⑵ 出席要件を課す場合には、補講の授業を除き、２単位科目については４回以上、４単位科目については７回以上

授業を欠席した者には、単位を認めないことを原則とします。 

ただし、例外的な事情がある場合は、個々の教員が、その都合に応じて適切に判断をお願いします。なお、国家

試験（国家公務員試験Ⅰ・Ⅱ種など）及び地方公共団体が行う採用試験日の欠席などは、学生から届出があった場

合欠席扱いにしないようお願いします。 

⑶ 出席状況の思わしくない学生がある場合には、適宜、ご指導いただくとともに、事務までご連絡ください。なお、

出席要件を満たさなくなった場合には、本人にその旨をお伝えいただきますようお願いします。 

⑷ 出席簿は登録期間を終了した後に速やかにお渡しいたします。とくに出席要件を課す場合、成績評価の基礎とな

るものですので、適正に管理をお願いいたします。 

    

４４４４．．．．教科書教科書教科書教科書、、、、参考書及参考書及参考書及参考書及びびびび教材教材教材教材についてについてについてについて    
⑴ 本大学院の評価等利用のため、差し支えなければ授業でご使用になられた教材・資料を１部、事務にご提出くだ

さい。保管した教材・資料は、第三者の目に触れる可能性もありますので、その点をお含み置きの上、提出可能な

ものについてご提出いただければ幸いです。 

⑵ 授業に必携の図書は、教科書としてご指定ください。シラバスであらかじめ指定された教科書については、特別

の支障がない限り、初回の授業までに購入するように指導しております。 

⑶ 教材作成のために、コピー機等を設置しておりますので、ご利用の際には、事務にお申し出ください。 

⑷ 教材の印刷・複写を依頼される場合、当日では対応できませんので、必ず前日までに、配布日、配布枚数、配布

方法等をご指示の上、原稿を事務にご提出ください。教材が大部の場合には、さらに数日の余裕を見ていただきま

すようお願いいたします。 

なお、大部の教材を学期の初めに一括配布する場合や、授業を欠席した者に配布する必要がある場合には、事務

にご相談ください（但し、有償で販売する教材は事務では取り扱いません）。 

⑸ 印刷・複写された教材は、できるかぎり授業中に教室で直接配布してください。また、著作権又はプライバシー

等に配慮が必要な教材につきましては、必ず教室で直接配布していただきますようお願いいたします。 

⑹ 必要に応じて教材用ボックスにより配布することも可能です。ただ、配布期間が短期間しかとれないなどの場合

には、すべての受講者に確実に配布するのが難しいことがありますので、ご注意ください。 

 

５５５５．．．．学生学生学生学生からのからのからのからの質問等質問等質問等質問等へのへのへのへの対応対応対応対応についてについてについてについて    
担当教員一覧（公共政策大学院便覧掲載）において連絡方法等が学生に公開されております。学生からの質問その

他の面談の要請には可能な限り迅速にお応えください。また、京大常勤の教員が別途オフィスアワー（一定時間内に
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て研究室待機）を設けられている場合は学生に周知してください。 

 

６６６６．．．．ケーススタディおよびターム・ペーパーについてケーススタディおよびターム・ペーパーについてケーススタディおよびターム・ペーパーについてケーススタディおよびターム・ペーパーについて    
 ケーススタディ（２単位）は、具体的な政策事例に基づいて、ケースメソッド方式等により知識の実践的応用能力

の修得を目的とする科目です。必要や受講者数に応じ、シミュレーション、ロール・プレイイング等の手法を採用し

て授業を進めることとなっております。ケーススタディは、具体的な事例に即して、ゼミ形式で行われるために、他

の科目とは異なる扱いとなっておりますので、とくに下記の諸点にご注意ください。 

⑴ 受講者数 

１つのケーススタディ科目の受講生は、１０～１５名程度以内とします。 

⑵ 募集方法 

今年度開講のケーススタディについては、講義開始の時点で希望者を募集し、それを集計して、それぞれのケー

ススタディ科目に偏りのないように調整を行い、その結果を学生に通知します。 

具体的には、学生は、開講前に第３希望まで受講を希望する科目名を提出し、そのうち１つについて受講の権利

を得ます。これは、本大学院の学生のみを対象とします。他専攻学生については、原則としてケーススタディの受

講を認めません。ただし、調整の結果、受講生が上記の１０～１５名という上限まで余裕があり、かつ担当教員が

とくに認めた場合は、この限りではありません。 

⑶ 講義方法 

ケーススタディにおいては、具体的な事例に即して講義を進め、受講生にも主体的に報告をさせることとします。

必要に応じて担当教員の講義的な要素を含めても構いませんが、受講者数を勘案しながら、各学生に報告の機会を

必ず与えることができるように、担当の部分やテーマを計画し、学生に周知させるように配慮をお願いします。 

ケーススタディ科目については、他の科目とは異なり、開講前に受講者名簿を配布します。この名簿と、第一回

目の出席状況をもとに、できるだけ早く報告順を決定するようにしてください。なお、学生には、やむをえず第一

回の授業に欠席する場合は必ず事前に担当教員と連絡を取るように指導をいたします。 

⑷ ターム・ペーパー 

ケーススタディ科目については、それに関連するターム・ペーパーの制度が設けられています。ケーススタディ

が、具体的な事例を詳細に分析するためのセミナー形式の授業であり、担当教員は背景説明や事例の選択などを行

い、毎週受講生が報告者として事例を紹介し、質疑応答することを原則とするのに対して、ターム・ペーパーは、

そのケーススタディの科目を受講し、合格するだけでなく、その科目の題目や趣旨に適合するテーマで別途ペーパ

ーを作成し、クラスにおいて発表を行うことによって、追加的に２単位を与えるものです。 

 テーマ、ペーパーの長さ、発表の時期や形式、合否などは、担当教員が希望する学生の意向を聞いたうえで決定

してください。ターム・ペーパーの単位の取得は、規程上、当該ケーススタディの単位取得を前提としています。 

⑸ ターム・ペーパーに関する指導 

ケーススタディを受講希望し、それが認められ、該当するケーススタディの受講者名簿に学生の氏名が登載され

た時点では、ターム・ペーパーを希望するかどうかは白紙の状態です。 

そこで、ケーススタディを受講しながら、ターム・ペーパーの単位取得を希望するにいたった学生については、

以下のような指導を担当教員においても行ってください。 

① 本来、このターム・ペーパーは、特にリサーチペーパーを書かない学生に対して２年次に卒業発表の意味合いを

もつものとして用意されており、１年次での履修を強く勧めるものではない。 

② それぞれの学期において許されている履修科目限度分である１８単位を登録している学生が、ターム・ペーパー

の単位を取得することを決めた場合には、他に登録した２単位科目のうちのいずれかを取り下げるかを決めた
上で事務に申し出る手続きが必要である。 

 

７７７７....授業授業授業授業にににに関関関関するするするする調査調査調査調査についてについてについてについて    
⑴ 授業評価を、授業開始後第３週と最終週の２回、実施しますのでご協力をお願いします。 

⑵ 各担当教員が必要と認められる場合には、この「授業評価」とは別に、簡単なアンケート等を実施してください。 

 

８８８８....土曜日開講土曜日開講土曜日開講土曜日開講についてについてについてについて    
土曜開講の際には、教室の解錠・施錠などの補助作業は行われますが、教材の複写を含めて通常の事務室業務は行

われませんので、ご注意ください。 

また、当日マイク等の機器を使用する場合は、開講を申し出の際にお伝えください。 

 

ⅢⅢⅢⅢ        試験及試験及試験及試験及びびびび成績評価成績評価成績評価成績評価についてについてについてについて    

１１１１....成績評価成績評価成績評価成績評価のののの方法方法方法方法についてについてについてについて    
⑴ 成績評価は、筆記試験、レポート試験及び平常点評価のいずれかにより行ってください。 

⑵ 平常点評価は、授業において小テストを実施し、あるいはレポートの提出を求める等する場合には、これらの評

価を含んでいます。 

 

２２２２....筆記試験及筆記試験及筆記試験及筆記試験及びレポートびレポートびレポートびレポート試験試験試験試験についてについてについてについて    
⑴ 筆記試験は、原則として、学年末又は学期末に設定された試験期間中に、９０分で実施します。 

⑵ ご担当科目の試験については、原則として試験監督をお願いします。 

⑶ 試験監督の要領については、「「「「ⅥⅥⅥⅥ    試験監督試験監督試験監督試験監督にににに関関関関するするするする注意事項注意事項注意事項注意事項についてについてについてについて」」」」をご参照ください。 

⑷ レポート試験を実施される場合には、課題、様式及び締切り日等について事務から照会を行いますので、ご回答

ください。 
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３３３３....成績評価成績評価成績評価成績評価のののの基準基準基準基準についてについてについてについて    
⑴ 評価の一般原則 

成績評価においては、１００点を満点とし、６０点以上を合格とします。成績は、以下の基準に基づいて、点数

により評価してください。 

９０点以上（Ａ＋） 当該科目の学修目標を超える達成度を示しており、非常に優れている。 

８０～８９点（Ａ） 当該科目の学修目標を十分に達成しており、優れている。 

７０～７９点（Ｂ） 当該科目の学修目標について標準的な達成度を示しており、いくつかの評価事項について優

れた成果を示している。 

６０～６９点（Ｃ） 当該科目の学修目標につき最低限の水準を満たすにとどまる。 

０～５９点 （Ｆ） 当該科目の学修目標について最低限の水準を満たしておらず、さらに学習が必要である。 

⑵ 再履修の場合 

再履修の場合にも、素点による評価をお願いします。素点評価が当初の評価に満たないときは、再履修したこと

を成績表に明記した上で、当初の評価をもってその科目の成績とします。 

⑶ 他研究科等の学生の場合 

法学研究科および経済学研究科の大学院プログラムの学生や、その他の研究科の学生の成績評価については、当

該大学院又は専攻の基準に基づいて行ってください。これらの学生の受講者がいる場合、事務から該当する成績評

価基準をお渡しします。 

 

４４４４....成績評価成績評価成績評価成績評価にににに関関関関するするするする事項事項事項事項のののの告知告知告知告知についてについてについてについて    
成績評価の方法、観点及び基準等については、初回の授業でご説明いただきますようお願いします。 

 

５５５５....追試験追試験追試験追試験についてについてについてについて    
  追試験は、疾病その他やむを得ない事情により筆記試験を受けることができなかったと認められる場合にのみ実施

します。追試験該当者がいる場合は事務から通知をいたします。 

 

６６６６....再試験再試験再試験再試験についてについてについてについて    
再試験は、公共政策論の筆記試験を受けて不合格（Ｆ）の評価を受けた者のみを対象として実施します。    

 

７７７７....答案答案答案答案のののの保管保管保管保管についてについてについてについて    
筆記試験及びレポート試験の答案は、事務において保管を行いますので、採点が終了した後に、事務までご提出く

ださい。 

 

ⅣⅣⅣⅣ        交通機関交通機関交通機関交通機関のののの不通等不通等不通等不通等によるによるによるによる授業授業授業授業・・・・試験試験試験試験のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いについていについていについていについて    
⑴ 授業の休止等 

次の①②のいずれかに該当する場合には、授業を休止し又は試験を延期します。 

① 京都市バスが全面的に不通のとき 

  ② ＪＲ西日本（大阪・草津間）、阪急電車（河原町・梅田間）、京阪電車（出町柳・淀屋橋間）、近鉄電車（京都・

西大寺間）、京都市営地下鉄のうち３以上の交通機関が全面的又は部分的に不通のとき 

⑵ 運行再開時の授業等の実施 

 交通機関の運行が再開された場合には、以下の基準により授業・試験を実施します。 

午前 ６時３０分までに運行再開  １時限目から実施 

午前１０時３０分までに運行再開  ３時限目から実施 

 

ⅤⅤⅤⅤ        マイクマイクマイクマイク及及及及びびびび授業用機器授業用機器授業用機器授業用機器のののの利用利用利用利用についてについてについてについて    
⑴ 教室備付けの無線マイク及び授業用機器を使用する場合 

各教室に備え付けている無線マイク及び授業用機器を使用する場合は、授業開始前に、使用される教室のある建

物内の事務にお立ち寄りいただき、ＡＶボックスの鍵を借り受けてください。借り受けられた鍵は、授業終了後ご

返却願います（北館第一教室については、教室内のマイクは自由に利用可能です）。 

なお、マイク及び授業用機器の設営・格納は、原則として担当教員に行っていただくことになっています。故障

あるいは疑問・お気づきの点などがありましたら、担当の事務までお問い合わせください。 

  ⑵  RPGルームについて 

   RPGルームの開閉については、テンキーにて管理されていますので、利用を希望される場合は、事務にて暗証番

号をお問い合わせください。なお、退室時に、鍵をかけ忘れることのないようお願いします。 

⑶ 教室に使用したい機器がない場合 

教室に使用したい機器がない場合は、事務までお問い合わせ願います。 

 

 

ⅥⅥⅥⅥ    試験監督試験監督試験監督試験監督にににに関関関関するするするする注意事項注意事項注意事項注意事項についてについてについてについて    

１１１１．．．．座席座席座席座席についてについてについてについて    
・ 複数科目の試験を同一試験室で実施する場合、科目毎に座席範囲を設定していますので、それに従って着席する

よう指示してください。 
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２２２２....        携行物携行物携行物携行物についてについてについてについて    
 ⑴ 下記以外のものは椅子の下に置くよう指示してください。    

・ 学生証（必須のものです。不携帯の者は、事務で仮受験票の発行を受けさせてください。） 

・ 黒又は青色の万年筆又はボールペン（鉛筆・シャープペンの使用は認められません）。 

・ 時計 

・ その他使用を許可された物（使用を認められた科目のみ） 

 ⑵  携帯電話等は電源を切り、カバンの中にしまうよう指示してください。（時計としての利用は不可） 

 ⑶  貸与六法を使用させる場合、書き込み等しないよう指示してください。 

    また、試験終了後、所定のロッカー又はボックスにしまうよう指示してください。 

 

３３３３．．．．答案用紙答案用紙答案用紙答案用紙についてについてについてについて    
⑴  落丁・乱丁、汚損等の確認をさせてください。 

⑵  次の事項を所定欄に記入させてください。 

表   紙 学年、学生番号、受験科目、氏名 

各   頁 学生番号 

１頁・３頁 受験科目 

⑶ 答案用紙の追給はしないでください。 

 

４４４４．．．．退出退出退出退出についてについてについてについて    
⑴ 試験時間中は、途中退出を許可しないでください。 

⑵ 試験終了後、退出時には必ず答案を提出させてください。試験を棄権する者については、前記所定欄に記入させ、

表紙及び解答した全ページに大きく「×」印をさせた上で、提出させてください。 

 

５５５５．．．．遅刻者遅刻者遅刻者遅刻者のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いについていについていについていについて    
遅刻者は、試験開始後 15分以内に限り入室させてください。 

 

６６６６．．．．答案答案答案答案のののの回収回収回収回収についてについてについてについて    
試験終了時間に掛員が試験室に行きますので、答案が入ったボックスを引き渡してください。事務で答案を整理

した後に、研究室に連絡しますので、答案及び筆記試験採点表を受け取りに事務室までお越しください。 

 

 

資料資料資料資料５５５５    平成平成平成平成 21212121 年度年度年度年度    前期前期前期前期・・・・後期後期後期後期    科目別履修登録者数科目別履修登録者数科目別履修登録者数科目別履修登録者数    

（前期） 

科    目    名 

開 

講 

期 

担  当 

履 

修 

者 

数 

受

講 

者

数 

公共政策論 前期 大石教授ほか 49 48 

行政システム 前期 真渕教授 12 11 

現代規範理論 前期 小野教授 35 32 

経済統計 前期 翁教授 14 7 

ミクロ経済学 前期 小島教授 33 21 

マクロ経済学 前期 遊喜准教授 24 18 

財政システム 前期 植田（和）教授・諸富准教授 29 25 

会計学 前期 徳賀教授 12 9 

経済政策 前期 今久保教授 21 17 

組織の経済学 前期 菊谷准教授 17 14 

政策決定過程論 前期 新川（敏）教授 47 44 

グローバルガバナンス 前期 位田教授・鈴木教授 28 17 

Contemporary Issues １ 前期 エスカンドン非常勤講師 2 2 

Professional Writing 前期 E.T.オットマン准教授 22 20 

英語情報分析 前期 唐渡教授 29 25 

政策企画立案の技術 前期 楠教授 39 36 

統計基礎理論 前期 松井准教授 22 16 

公共経済学 前期 吉田教授 3 0 
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地方自治法制 前期 小西特別教授 6 4 

行政組織法 前期 稲葉非常勤講師 17 5 

社会保障法政策 前期 稲森准教授 1 1 

国際法 前期 淺田教授 9 9 

国際行政制度 前期 位田教授 7 6 

国際災害緊急援助 前期 小泉非常勤講師 10 7 

安全保障論 前期 中西（寛）教授 11 8 

日本政治外交 前期 伊藤（之）教授 3 1 

ヨーロッパ政治 前期 島田准教授 8 8 

省庁間関係 前期 佐伯特別教授・秋月教授 24 20 

メディアポリティックス 前期 坪井客員教授 17 15 

国際政治経済分析 前期 鈴木教授 5 3 

都市･地域計画 前期 古倉客員教授 7 2 

金融政策 前期 翁教授 7 6 

国際開発・支援 前期 松下非常勤講師 7 7 

通商産業政策 前期 佐伯特別教授 19 13 

環境政策 前期 一方井教授 12 9 

厚生労働政策 前期 久本教授 15 15 

中小企業政策 前期 植田（浩）非常勤講師 17 10 

農林水産政策 前期 大杉非常勤講師 15 14 

競争政策 前期 依田教授 3 1 

公会計 前期 山本（清）非常勤講師 18 12 

マクロ経済の実証分析 前期 金子准教授 12 8 

コーポレート・ガバナンス 前期 北村教授 4 4 

国土交通政策 前期 横田教授 4 4 

日本の財政政策 前期 上田准教授 7 7 

我が国の最近の経済政策の論点 前期 八代准教授 3 3 

ケーススタディ ＮＰＯの理念と活動分析 前期 深尾非常勤講師・吉田非常勤講師 13 12 

ケーススタディ 地方行政分析 前期 小西特別教授 14 14 

ケーススタディ 経済政策 前期 楠教授 10 10 

※受講者数は採点されなかった者を除いた数字。 

 

（後期） 

科    目    名 

開 

講 

期 

担     当 

履 

修 

者 

数 

立法システム 後期 大石教授 29 

私法秩序論 後期 潮見教授 9 

政策分析のための統計基礎 後期 浅野教授 19 

立法政策・技術 後期 岩本（安）非常勤講師 26 

公共管理論 後期 田尾非常勤講師 44 

情報管理論 後期 曽我部准教授 32 

危機管理論 後期 林（春）教授・牧准教授 41 

Contemporary Issues ２ 後期 E.T.オットマン准教授 11 

English Presentation 後期 E.T.オットマン准教授 14 

外国報道の分析 後期 D.ヤルナゾフ講師 9 
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統計調査手法 後期 若林（直）教授 14 

交渉術 後期 仁木非常勤講師 22 

行政と情報化 後期 松井准教授 27 

政治哲学古典講読 後期 小野教授 12 

中央銀行論 後期 翁教授 8 

特許政策 後期 松田教授 1 

国際企業法務 後期 増田准教授 6 

企業制度論 後期 北村教授 12 

国際安全保障法 後期 酒井教授 7 

国際環境法 後期 臼杵非常勤講師 2 

国際法･人と活動 後期 濵本教授 6 

政策評価・行政評価 後期 小西特別教授 18 

地方行政実務 後期 秋月教授他 23 

政策分析の方法 後期 真渕教授 16 

選挙と政治 後期 品田非常勤講師 5 

現代アメリカ政治 後期 待鳥教授 4 

租税論 後期 諸富准教授 7 

農業政策 後期 久野准教授 8 

文教科学政策 後期 里見非常勤講師 6 

国際エネルギー資源論 後期 手塚教授 17 

産学官連携論 後期 中森非常勤講師 10 

教育政策学 後期 高見教授 20 

経済統合政策 後期 今久保教授 5 

制度・組織分析 後期 菊谷准教授 8 

環境政策評価論 後期 佐藤特任准教授 15 

財政政策の経済分析 後期 上田准教授 6 

応用政策評価論 後期 丸山准教授 8 

経済政策の論点：経済成長戦略を中心に 後期 八代准教授 4 

ケーススタディ 金融政策 後期 翁教授 4 

ケーススタディ 国際開発・支援実務 後期 松下非常勤講師 11 

ケーススタディ 環境国際関係実務 後期 一方井教授 7 

ケーススタディ 国際文化交流 後期 西澤非常勤講師 11 

ケーススタディ 省庁間関係 後期 佐伯特別教授 11 

ケーススタディ 予算と政策分析 後期 楠教授 12 

ケーススタディ 国際通商政策 後期 佐伯特別教授 2 

ケーススタディ 自治体の政策形成と人材育成 後期 小西特別教授 14 

ケーススタディ 政策の立案 後期 楠教授 6 

ケーススタディ 都市再生 後期 横田教授 8 
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資料資料資料資料６６６６    平成平成平成平成２１２１２１２１年度公共政策大学院年度公共政策大学院年度公共政策大学院年度公共政策大学院クラスタークラスタークラスタークラスター登録者数登録者数登録者数登録者数    

 

ク ラ ス タ ー の 区 分 ２回生 １回生 計 

政策分析・評価クラスター 17 23 40 

行政組織間交渉クラスター 15 14 29 

地球共生クラスター 20 14 34 

合計 52 51 103 

 

 

 

資料資料資料資料７７７７    平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度        リサーチ・ペーパーリサーチ・ペーパーリサーチ・ペーパーリサーチ・ペーパー登録状況登録状況登録状況登録状況    
 
番号 氏名 課  題  名 履修指導教員 アドヴァイザー 

1 Ａ 特別会計制度について 鈴木 基史 楠  壽晴 

2 Ｂ 
地方自治体における総合計画のあり方―ローカル・マニ

フェストとの関連性等について― 
鈴木 基史 小西  敦 

3 Ｃ 
電気通信事業における競争政策の考察～サービス利用者

の動向分析と事業者ブランド～ 
秋月 謙吾 菊谷 達弥 

4 Ｄ 
「都市再生」の動向と地域への影響―大阪における実態

と検証を中心に 
小野 紀明 今久保幸生 

5 Ｅ 日本のシンクタンクの現状と将来像 北村 雅史 北村 雅史 

6 Ｆ 

国際連合システムにおける開発援助協調レジームの課題

と展望に関する一考察―とくに国際機構法（論）の視点

に基づいて― 

菊谷 達弥 鈴木 基史 

7 Ｇ 
地域活性化施策としてのメガ・イベントにおける社会的

効果 
北村 雅史 今久保 幸生 

8 Ｈ 京都府における大学と企業との連携に関する調査 秋月 謙吾 菊谷 達弥 

9 Ｉ 
強制戦略における被強制側がとる対抗措置の有効性と限

界について 
鈴木 基史 鈴木 基史 

10 Ｊ 日本の出入国管理行政の研究 菊谷 達弥 北村 雅史 

11 Ｋ 

橋本行革における『通信放送委員会』設立構想の流産及

び鳩山＝民主党政権における同構想の可能性、その政治

学的分析 

小野 紀明 佐伯 英隆 

12 Ｌ 地方自治体による中小企業・産業振興条例の現状と課題 秋月 謙吾 秋月 謙吾 

13 Ｍ 
奈良県内の平成の合併と１万人未満自治体（１２村）の

現状 
菊谷 達弥 真渕  勝 

14 Ｎ ＥＰＡの経済効果 小野 紀明 佐伯 英隆 

15 Ｊ 
日本近代地方自治制の理念に関する一考察―橋川文三の

地方自治論を中心として 
小野 紀明 小野 紀明 

16 Ｋ 
固定資産税制に関する考察―分権時代にもとめられる固

定資産税のあり方― 
今久保幸生 翁  邦雄 

17 Ｌ 
住民投票の結果と首長の行動～首長はなぜ住民に逆らう

のか～ 
真渕 勝 真渕  勝 

18 Ｍ アメリカ人アイデンティティの変容と多文化主義 小野 紀明 小野 紀明 

19 Ｎ 消費者庁設置の政治過程 鈴木 基史 真渕  勝 

20 Ｏ 

「語学指導等を行う外国青年招致事業」（ＪＥＴプログ

ラム）の現状分析およびその実効性向上のための検討課

題と方策の考察 

秋月 謙吾 秋月 謙吾 

21 Ｐ 
在住外国人を始めとした社会的マイノリティへの文化・

芸術支援に関する一考察 
菊谷 達弥 楠  壽晴 
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資料資料資料資料８８８８    平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度        インターンシップインターンシップインターンシップインターンシップ履修状況履修状況履修状況履修状況    
    

番号 氏 名 受  入  先 日   程 

1 A 警察庁交通局交通企画課 ８月１０日～ ８月２１日 

2 B 文部科学省初等中等教育局教職員課 ８月 ３日～ ８月２１日 

3 C 人事院人材局研修調整課 ８月３１日～ ９月１１日 

4 D 文部科学省科学技術学術政策局政策課 企画官付 ８月２４日～ ９月 ４日 

5 E 
総務省自治行政局地域自立応援課 ８月３１日～ ９月 ４日 

国土交通省 ８月１７日～ ８月２１日 

6 F 防衛省大臣官房秘書課 ８月１０日～ ８月２１日 

7 G 金融庁総務企画局企画課 ８月２４日～ ９月１１日 

8 H 
国土交通省 ８月１７日～ ８月２１日 

人事院給与局生涯設計課 ８月３１日～ ９月１１日 

9 I 防衛省大臣官房秘書課 ８月１０日～ ８月２１日 

10 J 大阪府環境農林水産部循環型社会推進室資源循環課 ８月３１日～ ９月１１日 

11 K 三重県議会事務局企画法務課 ９月 ７日～ ９月１８日 

12 L 三重県議会事務局企画法務課 ９月 ７日～  ９月１８日 

13 M 独立行政法人 宇宙航空研究開発機構 ８月１７日～ ８月２８日 

14 N 厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室 ８月 ３日～ ８月１４日 

注：１～９は、霞ヶ関インターンシップ。14 人、１６件 

    

    
資料資料資料資料９９９９    平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度    ２２２２回生就職内定状況回生就職内定状況回生就職内定状況回生就職内定状況    

    
就就就就    職職職職（（（（２５２５２５２５人人人人））））     

国家公務員 

(８人) 

内閣府 

国土交通省 

財務省 

農水省 

厚労省 

防衛省（２） 

経産省 

地方公務員 

(４人) 

京都府（３） 

名古屋市 

特殊法人等 

(８人) 

日本原子力研究開発機

構 

中小企業基盤整備機構 

ゆうちょ銀行（２） 

日本政府銀行 

西日本旅客鉄道 

あらた監査法人 

共同通信社 

民間会社等 

(５人) 

飯野海運 

日本工営㈱ 

富士通 

伊藤忠商事、 

住友信託銀行 
 
  
 

    
復復復復    職職職職((((１１１１１１１１人人人人))))    

国家公務員 

(３人) 

財務省、 

総務省（２） 

地方公務員 

(６人) 

福岡県（２） 

愛知県 

草津市 

長岡京市 

いわき市 

公的機関等 

（２人) 

千里老人文化センター 

亀井静香後援会事務所 

    

    
そのそのそのその他他他他((((１６１６１６１６人人人人))))     

その他 

（16 人） 

受験勉強（２） 

休学中 

留年予定（７） 

未定（６） 

    

合計合計合計合計５２５２５２５２人人人人    
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資料資料資料資料 12121212    平成平成平成平成 22222222 年度入学年度入学年度入学年度入学    一般選抜入学試験状況一般選抜入学試験状況一般選抜入学試験状況一般選抜入学試験状況    

    
 

  平成２２年度一般選抜 

  一般選抜 

出願者数 １５９１５９１５９１５９    

口述試験該当者数 ７０７０７０７０    

合格者数 ３４３４３４３４    

合格最高点 275.5275.5275.5275.5    

合格最低点 247.0247.0247.0247.0    

合格者平均点 257.3257.3257.3257.3    

          ４００点満点 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年度職業人選抜 

  職業人選抜 

出願者数 １６１６１６１６    

口述試験該当者数 １３１３１３１３    

合格者数 １２１２１２１２    

合格最高点 152.0152.0152.0152.0    

合格最低点 120.0120.0120.0120.0    

合格者平均点 128.3128.3128.3128.3    

          ２００点満点 

 

平成２１年度外国人特別選抜 

  外国人特別選抜 

出願者数 １３１３１３１３    

合格者数 ５５５５    

辞退者数 ００００    

合格最高点 259.0259.0259.0259.0    

合格最低点 245.0245.0245.0245.0    

合格者平均点 252.6252.6252.6252.6    

          ４００点満点 

 

    

    
資料資料資料資料 11113333    平成平成平成平成 21212121 年度年度年度年度事業予算計画事業予算計画事業予算計画事業予算計画・・・・平成平成平成平成 20202020 年度決算報告年度決算報告年度決算報告年度決算報告    

 
平成平成平成平成２１２１２１２１年度事業予算計画年度事業予算計画年度事業予算計画年度事業予算計画                                            公共政策連携研究部・公共政策教育部 

（単位 千円） 
 

区 分 事 項 
21 年度当初 

計画額案    
計 画 内 容 

20 年度 

決算額 

 

１．図書経費 
 
２．中央経費 
①備 品 費 

  ②消耗品費 
③印刷製本費 
④複写経費 
⑤賃 金 
⑥雑役務費 
⑦施設整備費 
 

３．情報関連費 
 
４．吉田地区共通経費 
 
５．旅 費 
 教員研究旅費 
非常勤講師旅費 

 
６．連携研究部長裁量経費 
 
７．予 備 費    

    
600 
 

6,302 
333 
69 

1,400 
400 

3,700 
200 
200 
 

300 
 

2,400 
 

4,425 
925 

3,500 
 

943 
 
0 
 

    
    
    
    

第２ＲＰＧルームパソコン更新 
 
募集要項等、教材製作費 

教材等複写経費 
支援事務員雇用経費(会計事務・教務事務) 
 

 
 
ただし、教員当たり 30,000/人 

 
 
 

 
昨年度実績単価 

    
610 
 

7,595 
0 
99 

1,715 
512 

4,724 
210 
335 
 

225 
 

2,427 
 

4,504 
 

932 
3,572 
892 

合合合合        計計計計 14,970            
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 (単位：千円) 

平成平成平成平成 20年度年度年度年度    決算報告決算報告決算報告決算報告    
19年度 

決算額    
差 引 

増減額 区    分 
当 初 

計画額    

追加 

配分額    

合計 

予算額    

学部追加

配当及び

調整    

決算額    

運 

 

営 

 

費 

 

交 

 

付 

 

金 

    

 

図書経費 
 

中央経費 

備 品 費 

  消耗品費 

印刷製本費 

複写経費 

賃 金 

雑役務費 

施設整備費 
 

情報関連費 
 

特別経費 

 ＫＵＩＮＥＰ 

総長裁量経費(地

域活性化) 

  

吉田地区共通経費 
 

全学共通経費 
 

旅 費 

 教員研究旅費 

講師等旅費 

招へい旅費 

赴任旅費 
 

研究部長裁量経費 
 

予 備 費 
 

次年度繰越 

    

 

1,000 

 

7.022 

0 

762 

2,000 

360 

.3,900 

0 

0 

 

270 

 

0 

0 

0 

 

 

2,292 

 

0 

 

3,735 

831 

2,904 

0 

0 

 

1,000 

 

97 

    

 

 

 

558 

0 

0 

0 

0 

*1    558 

0 

0 

 

0 

 

4,260 

160 

4,100 

 

 

0 

 

30 

 

0 

0 

0 

0 

0 

 

*2   1,348 

 

0 

    

 

1,000 

 

7,580 

0 

762 

2,000 

360 

4,458 

0 

0 

 

270 

 

4,260 

160 

4,100 

 

 

2,292 

 

30 

 

3,735 

831 

2,904 

0 

0 

 

2,348 

 

97 

 

 

 

 

△390 
 

15 

0 

△663 

△285 
152 

266 

210 

335 

 

△45 
 

259 

0 

259 

 

 

135 

 

△30 
 

1,053 

101 

668 

284 

0 

 

△1,714 

 

△97 

 

815 

 

 

610 

 

7,595 

0 

99 

1,715 

512 

4,724 

210 

335 

 

225 

 

4,519 

160 

4,359 

 

 

2,427 

 

0 

 

4,788 

932 

3,572 

284 

0 

 

634 

 

0 

 

815 

 

 

1,304 

 

7,952 

0 

762 

2,344 

360 

4,171 

0 

315 

 

7 

 

0 

0 

0 

 

 

2,292 

 

0 

 

3,626 

722 

2,904 

0 

0 

 

838 

 

0 

 

676 

 

 

△694 
 

△357 
0 

△663 

△629 
152 

553 

210 

20 

 

218 

 

4,519 

160 

4,359 

 

 

135 

 

0 

 

878 

210 

668 

0 

0 

 

△204 
 

0 

 

139 

 

小  計 15,416 6,196 21,612 0 21,612 16,695 4,633 

 
他
の 
資
金 

受託研究費 等 
 科学研究費間接経費 
  施設整備費補助金 
受託研究間接経費 

0 

0 

0 

0 

1,060 

1,035 

25 

0 

1,060 

1,035 

25 

0 

0 

0 

0 

0 

1,060 

1,035 

25 

0 

1,990 

1,965 

25 

0 

△930 
△930 

0 

0 

小  計 0 1,060 1,060 0 1,060 1,990 △930 

合  計 15,416 7,256 22,672 0 22,672 18,685 3,703 

    
*1 追加配分（留学生経費 494 千円、インターンシップ経費 64 千円） 

*2 追加配分（19 年度繰越等 1,698 千円、教育研究基盤経費清算分 -350 千円） 

    


